
 

 

 

 

 

 

 

平成２６事業年度 

 

 

 

業 務 実 績 報 告 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人 航空大学校 



目  次 

 
 

第１編 業務運営評価のための報告 

 

Ⅰ はじめに  ･････････････････････････････････････････････････････ 1 
 

Ⅱ 業務運営に関する報告  ･････････････････････････････････････････ 3 
 

    １．中期目標の期間  ･･･････････････････････････････････････････ 3 
 

    ２．業務運営の効率化に関する事項 ･･････････････････････････････ 3 
 

    ３. 国民に対して提供するサービスその他の業務の ････････････････ 12 

       質の向上に関する事項 

 

    ４．財務内容の改善に関する事項 ････････････････････････････････ 28 
 

    ５．その他業務運営に関する重要事項 ･･･････････････････････････ 35 
 
 

  



別 添 資 料 一 覧 （ 別 冊 ） 

 

■ 業務実績報告書 資料（添付資料） 

 資料番号    資料タイトル 

 １－１ 職員の国との人事交流 

 １－２ 宮崎学科課程における教育シラバスの比較、効果 

 １－３ ＦＴＤの更なる活用 

 １－４ Ｇ５８型機の整備方式の移行 

 １－５ 教育コストの区分・把握 

 １－６ 契約の適正化の推進 

 

 ２－１ 航空会社との意見交換等を通じた訓練内容等の向上 

 ２－２ 教官に対する各種研修 

 ２－３ 追加教育の検証 

 ２－４ 小型機における非精密進入方式での CONTINUOS DESCENT FINAL APPROACH の

導入について 

 ２－５ ＲＮＡＶ航法 

 ２－６ ＭＰＬ（准定期運送用操縦士）の検討 

 ２－７ ＪＡＸＡとの共同研究 

 ２－８ 入学試験の見直し、入学試験・就職の状況 

 ２－９ 帯広分校航空事故を受けた安全対策 

 ２－10 安全に関する基本方針に基づく取り組み 

 ２－11 私立大学への技術支援 

 ２－12 航空思想の普及、啓発のための行事 

 ２－13 情報セキュリティ対策 

  

 ３－１ 予算、収支計画及び資金計画の年度計画額に対する実績額の差額 

  

 

 ４－１ 施設及び整備に関する計画    

 

    

 



 

 

 

 

第１編 

 

 

 

業務運営評価のための報告 

 

 

 

 

 

 

  

-1- 

 



Ⅰ はじめに 

 この報告書は、独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 32条第 2項の規程に

基づき、独立行政法人航空大学校の平成２６年度の事業務運営評価のために提出する。 

 なお、中期計画において中期目標期間における項目の目標が具体的な数値（目標値）に

より設定され、かつ、年度計画において当該年度における当該項目の目標が目標値により

設定されている場合とそれ以外の場合について、概ね次の形式で報告する。 

 
  《目標値が設定されている場合》 

   中期目標 大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

   中期計画 大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

   年度計画における目標値  大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

 
① 年度計画における目標値設定の考え方 

 

 
② 実績値及び取組み 

 

 
③ 実績値が目標値に達しない場合、その理由 

 

 
④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報                    

  

 
《上記以外の場合》 

   中期目標 大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

   中期計画 大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

  年度計画  大項目－中項目－小項目「タイトル」 

 

 
① 年度計画における目標設定の考え方 

 

 
   ② 当該年度における取組み    

 

 
③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 
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Ⅱ 業務運営に関する報告 

 

１．中期目標の期間 

 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５年間 

 

２．業務運営の効率化に関する事項 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

    業務運営の効率化に資するため、教育にかかるコスト構造の明確化を図るとともに、

教育の質の低下を招くことなく、以下の事項を達成すること。 

（１）組織運営の効率化 

事業全般の精査・見直しを行い、効率的な運営体制を確保しつつ、以下の措置を講

ずることにより、職員の削減を含めた事業運営の合理化・適正化を図ること。 

① 整備業務の更なる民間委託等を推進すること。 

② 運航管理業務の民間委託等を推進すること。 

③ 管理業務の精査・見直しを行い、管理部門の簡素化を図ること。 

 

（中期計画） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）組織運営の効率化 

以下の措置を活用した事業運営体制の合理化・適正化を図ることにより、中期目標

期間中に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削

減等の人件費に係る取組を平成２３年度においても引き続き着実に実施するとともに

、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、常勤職員数を削減する。 

① 運航支援業務（整備業務、運航管理業務）の民間委託等を引き続き図る。 

② 事業運営の合理化・適正化を図ることにより、管理業務の精査・見直しを実施

する。 

 

（年度計画における目標値） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置に関する年度計画 

（１）組織運営の効率化に関する年度計画 

以下の措置により、より効率的な組織運営を推進し、あわせて年度末までに常勤職

員数を３名削減する。 

① 整備業務等の民間委託及び契約職員による運航管理業務の実施を継続する。 

② 本校及び分校の管理業務の精査・見直しを図る。 
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① 年度計画における目標値設定の考え方 

以下の措置により、より効率的な組織運営を推進し、あわせて年度末までに常勤職員数３

名の削減を図ることとした。 

① 整備事業者が航空法に基づく整備検査認定事業場であり、かつ長年にわたる航大機の整

備実績を有していることから、整備業務を整備事業者に委託し、効率化を図る。 

② 業務の経験を有する契約職員による運航管理業務を引き続き実施し、効率化を図る。 

③ 事務管理部門の業務分担を見直し、効率化を図る。 

 

② 実績値及び取組み 

以下の措置により、より効率的な組織運営を推進し、常勤職員を３名削減した。 

①整備業務の一環である部品管理（支給部品管理、購入等）の維持管理を請負業者へ委託す

ることにより、業務の簡素化を図った。 

また、運航管理業務について、引き続き契約職員を活用した。 

②本校及び分校の管理業務の精査・見直しを図り、両分校の総務課業務を本校総務課・会計

課に集約した新たな組織体制とした。 

 

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報  

・ここでいう整備事業者とは、航空法に基づき航空機の整備及び整備後の検査の能力がある

と認定された事業場において航空機の整備及び検査を行う民間の事業者のことをいう。 

・契約職員とは、退職した職員等を任期付きで雇用する職員のことをいう。 

 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （２）人材の活用 

操縦士養成業務に必要な役職員を確保するとともに、国または大学、民間等と

の人事交流を促進することにより、内部組織の活性化を図り、効率的な業務の運

営を推進すること。 

 

（中期計画） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

 （２）人材の活用 

エアラインパイロットの養成に必要な役職員を確保するとともに、内部組織の

活性化を図り、業務運営の効率化を推進するため、各事業年度において職員の約

１０％程度について、国または大学、民間等と人事交流を行う。 

 

（年度計画における目標値） 

１．業務運営の効率化に関する年度計画 

 （２）人材の活用に関する年度計画 
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内部組織の活性化を図り、業務運営の効率化を推進するため、職員の約１０％程度に

ついて、国または大学、民間等と人事交流を行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 内部組織の活性化を図り、業務運営の効率化を推進するため、過去の人事交流実績

により約１０％程度に設定した。 

 

② 実績値及び取組み 

内部組織の活性化を図り、業務運営の効率化を推進するため、職員の２７．７％（

２８名）について、国等との人事交流を行った。 

その内１名については、全日本空輸株式会社より現役の機長を教官として招聘した 

【資料１－１参照】 

 

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 ※航空大学校の役職員数１０４名（平成２６年４月１日時点） 

（内 訳） 

  役員３名（理事長、監事２名） 

  教頭、分校長２名 

  間接部門職員２３名（企画室、事務局長、総務課、会計課） 

  事業部門７５名（実科教官、学科教官、教務課、整備課、運用課） 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （３）業務運営の効率化 

これまで以上、より一層の合理化・適正化・質の向上に向けた取り組みを推進

すること。 

① 教育・訓練業務の効率化 

現行の養成期間（２年間）を維持しつつ、学科教育科目及び教育時間の再編

を行うとともに、飛行訓練装置の更なる活用による効果的な実技教育の充実を

行うことにより、教育・訓練の効率化及び適正化を図ること。 

 

（中期計画） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）業務運営の効率化 

① 教育・訓練業務の効率化 

イ 学科教育においては、宮崎学科課程の教育時間を現行の５１０時間から１

割程度増やし、養成期間を現行の４ヶ月から５ヶ月に延長して教育の適正化

・質の向上を図る。 

ロ 実科教育においては、飛行訓練装置を活用することにより、仙台フライト
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課程における実機の操縦演習を現行の７０時間から６５時間程度に、同課程

の養成期間を現行の８ヶ月から７ヶ月に短縮し、適正化・効率化を図る。 

 

（年度計画） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

① 教育・訓練業務の効率化 

イ 平成２３年度から宮崎学科課程において開始した新シラバスによる学科教育の内

容を評価し、必要に応じて適正化・一層の質の向上を図る。 

ロ 仙台フライト課程の養成期間を７ヶ月に短縮するシラバスについて評価し、必

要に応じて適正化・一層の質の向上を図る。また、帯広フライト課程及び宮崎

フライト課程における飛行訓練装置を活用する教育を定着させ、実機時間の短

縮など訓練の効率化を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方      

・ 平成２３年度から開始した新シラバスによる学科教育の内容を評価する。 

・ 仙台フライト課程の養成期間を７ヶ月に短縮するシラバスの効果を評価する。 

・ 飛行訓練装置の訓練への活用について、技量向上の効果等を検証しつつ、実機時間の短縮

など業務の効率化を目指す。 

 

② 当該年度における取組み 

イ 平成２３年度から宮崎学科課程において開始した新シラバスによる学科教育を継

続した。その結果、平成26年度の学生を含む新シラバスにおける期末試験の平均点

は旧シラバスの平均点よりも引き続き高い傾向にあり、加えて、事業用操縦士の学

科試験について、初回の受験での合格率を比較したところ、新シラバスの学生の方

が高い合格率である。 

【資料１－２参照】 

ロ 平成２３年度入学者（５８回生Ⅰ期）から、仙台フライト課程の養成期間を７ヶ

月に短縮するとともに、飛行訓練装置を最大限活用しているところ、２６年度は更

なる効率的な訓練とするため、シラバスを見直し、飛行訓練装置の時間短縮を図っ

た。 

これらの取り組みにより、技量の質を維持しつつ、運航経費が削減されるととも

に、天候に影響されない訓練が実施でき訓練の効率化がなされた。 

【資料１－３参照】 

 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （３）業務運営の効率化 
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② 教育支援業務の効率化 

運用業務及び整備業務の場におけるＩＴの活用を一層推進することにより、

教育支援業務の効率化を図ること。 

 

（中期計画） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）業務運営の効率化 

② 教育支援業務の効率化 

新技術等の活用を図り運用業務及び整備業務の効率化を図る。 

 

（年度計画） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

② 教育支援業務の効率化 

新たに導入した双発訓練機の整備実績を踏まえ、整備作業の効率化を図り、訓練稼

働率の促進に努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

新たに導入した双発訓練機の運用を通じて、整備実績等のデータを取得し、整備作

業の効率化を図る。 

 

② 当該年度における取組 

双発訓練機の整備方式をShort Inspection Guide（ＳＩ方式）に移行したが、整備

項目見直し及び効率化により約1,027万円削減した。 

帯広分校において冬期発動機試運転の検証を行い約１２６万円を削減した。 

【資料１－４参照】 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （３）業務運営の効率化 

③ 一般管理費の縮減 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）の縮減に努め、本中期目標期間中に見込まれ

る当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を６％程度抑制

すること。また、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切

な見直しを行うこと。 

 

（中期計画） 

 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
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（３）業務運営の効率化 

③ 一般管理費の縮減 

業務の効率化等により一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要

とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、本中期目標

期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。

）を６％程度抑制する。また、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行っ

た上で、適切な見直しを行う。 

 

（年度計画における目標値） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

③ 一般管理費の縮減 

業務の効率化等により一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、経費節減の余地がないか

自己評価を厳格に行い、適切な見直しを行うことにより、平成２６年度予算（対前年

度比３％減）内で確実に執行する。 

また、経費節減の余地がないか自己評価を行った上で、適切な見直しを行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

  中期目標及び中期計画期間中に見込まれる一般管理費総額(人件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除いた初年度の一般管

理費に５を乗じた額。）を６％程度抑制するため、一般管理費の節約努力目標値を中

期計画予算設定ルールにおける一般管理費の効率化係数と同等の３％を設定した。 

 

② 実績値及び取組み 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）については、受託収入の増加に伴う消費税納付等により、

実績額が予算額を上回ったものの、前年度までの繰越金の活用及び収入金の充当によ

り、平成２６年度予算内で執行した。 

経費節減の余地については、予算執行時にヒアリングを実施するなど当該業務の必

要性について、常に確認した上で適切かつ適正に予算を執行した。 

 

（中期目標） 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

（３）業務運営の効率化 

④ 業務経費の縮減 

業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）の縮減に努め、本中期目標期間中に見込ま

れる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を２％程度
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抑制すること。 

 

（中期計画） 

 １. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）業務運営の効率化 

④ 業務経費の縮減 

業務の効率化等により業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要

とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、本中期目

標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた

額。）を２％程度抑制する。 

 

（年度計画における目標値） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

④ 業務経費の削減 

業務の効率化等により業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、業務の効率化等に努

めることにより、平成２６年度予算（対前年度比１％減）内で確実に執行する。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

  中期目標及び中期計画期間中に見込まれる業務経費総額（人件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除いた、初年度の当該

経費相当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制するため、業務経費の節約努力目標値

を中期計画予算設定ルールにおける業務経費の効率化係数と同等の１％を設定した。 

 

② 実績値及び取組み 

業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）については、飛行訓練装置の活用や整備方式の移行による業

務の効率化により、平成２６年度予算内で執行した。 

 

（中期目標） 

２．業務運営の効率化に関する事項 

（３）業務運営の効率化 

⑤ 教育コストの分析・評価   

適切な教育コストの把握・抑制に資するため、コスト構造の明確化を図る

こと。 

 

（中期計画） 

 １. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
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（３）業務運営の効率化 

⑤ 教育コストの分析・評価 

教育業務及び教育支援業務等に係る経費の分析・評価を行い、教育コスト

とそれ以外のコストを区別・把握することにより、教育コストの抑制に努め

る。 

 

（年度計画） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

⑤ 教育コストの分析・評価 

教育業務、教育支援業務及び付帯業務に係る経費の分析・評価を行い、教育コ

ストの抑制に努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

  教育コストを業務毎に細分化し、航空大学校におけるコスト構造を明確にすること

により、教育業務、教育支援業務に係る経費を平成２４年度の経費と比較して抑制す

る。 

 

② 当該年度における取組み 

教育業務、教育支援業務及び付帯業務に係る経費の区分・把握を行い、教育業務、

教育支援業務に係る経費を平成２５年度の経費と比較した。効率的な業務運営を進め

た結果、教官の人件費の削減を実現した。 

運航費の上昇については、CIF価格の連動（平成26年度は平成25年度と比べて約5％

上昇）と同等以下に抑制することが出来た。 

人件費総額については、東日本大震災の復興財源を捻出するための特例措置（給与

総額7.8％減）が終了したため、前年度に比べて増加した。 

【資料１－５参照】 

 

（中期目標） 

２．業務運営の効率化に関する事項 

（３）業務運営の効率化 

⑥ 契約の適正化の推進 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（

平成21年11月17日閣議決定）に基づく取り組みを着実に実施することにより

、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図ること。 

 

（中期計画） 

 １. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）業務運営の効率化 
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⑥ 契約の適正化の推進 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11月17日

閣議決定）に基づく取り組みを着実に実施し、契約の適正化の推進及び業務

運営の効率化を図る。 

 

（年度計画） 

 １．業務運営の効率化に関する年度計画 

（３）業務運営の効率化に関する年度計画 

⑥ 契約の適正化の推進 

契約監視委員会の監視下で、契約状況の点検・見直しを実施し、契約の適正化

の推進及び業務運営の効率化を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

  契約状況の点検・見直しを実施し、契約の適正化の推進を図る。 

 

② 当該年度における取組み 

契約監視委員会を開催し、一者応札・応募案件について報告し、当該委員会のアド

バイスを受け、契約状況の点検、見直しを実施し、一者応札案件の改善策を講じた。 

 【資料１－６参照】 
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３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （１）教育の質の向上 

       大学校が航空輸送における基幹的要員となる操縦士を継続的に養成することが、我

が国における安定的な航空輸送の確保に資することに鑑み、以下の施策を実施するこ

とにより教育の質の向上を図ること。 

① エアラインパイロットに要求される知識、技能等を適確に把握するとともに、教

育内容及び教育体制等を充実すること。また、操縦士養成における教育技法等の

向上及び標準化を図ること。 

 

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

（１）教育の質の向上 

① 航空会社と積極的に意見交換等を行い、エアラインパイロットに求められる知識

・技能等を把握する。また、エアラインパイロット経験者を招聘し、教育内容及

び教育体制等の充実を図る。教育従事者に対して定期的に教育技法等の向上のた

めの研修を実施するとともに、操縦教官については技能審査を毎年１回実施する

。 

 

（年度計画における目標値） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

（１）教育の質の向上に関する年度計画 

① 以下を実施し、教育の質の向上を図る。 

イ 航空会社と操縦士養成等に関する意見交換・情報交換する恒常的な場を年２回以

上、開催する。 

ロ エアラインパイロット経験者を教官として招聘する。 

ハ 教官は、各種の研修、講習会、セミナー等に参加し、内部での水平展開を実施す

る。 

ニ 操縦教官については技能審査を毎年１回実施する。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 航空輸送の基幹操縦要員を安定して養成する目的から、基礎教育課程として学生に付与す

べき教授内容を明らかにするための方策を目標として設定する。 

 

② 実績値及び取組み 

以下を実施し、教育の質の向上を図った。 

イ エアラインパイロットに求められる知識・技能等を把握するため各航空会社と個別に６
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月と１１月に１回ずつ意見交換を行った。また、国土交通省にて開催された乗員政策等検

討合同小委員会、航空機操縦士養成連絡協議会及び同協議会 WG にて操縦士の技量向上等に

ついて検討を行った。 

 【資料２－１参照】 

ロ 全日本空輸株式会社より現役の機長を教官として招聘した。 

ハ 各種の研修、講習会、セミナー等に参加し、内部への水平展開を実施した。 

【資料２－２参照】 

ニ 操縦教官に対し、年１回の定期技能審査及び緊急操作技量確認を実施した。 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （１）教育の質の向上 

② 操縦技量の一層の底上げを図るため、操縦演習における追加教育制度の更なる充

実を図ること。 

  

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

（１）教育の質の向上 

② 追加教育の効果的かつ効率的な実施方法等について、引き続き検証を行い、教育

に反映する。 

 

（年度計画における目標） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

（１）教育の質の向上に関する年度計画 

② 引き続き、追加教育の効果の検証を進める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方                

操縦教育を行う際に進度が遅れた学生に対して実施する追加教育の検証を進め、事後の教

育の質の向上に還元させるため、さらに効果的な実施方法等の検討を行う。 

 

② 当該年度における取組み 

平成２３年度からの新追加教育時間制度を本格的に実施することにより、技能不十分によ

る退学者数について引き続き少人数を維持するとともに、効率的な運用を行うことで追加教

育時間数を減少させている。引き続き、追加教育の検証を行っていく。 

【資料２－３参照】 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
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 （１）教育の質の向上 

③ 操縦士養成に係る教育技法及び評価法に関する調査・研究、国内の諸施設

の実態調査並びに国際基準の調査・研究等を実施し、その成果を教育・訓練

に反映させること。 

 

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

（１）教育の質の向上 

③ 以下の調査・研究を実施し、その成果を教育・訓練に反映させることにより、質

の向上及び効率化等を図る。 

イ 航空機の運航に関する基礎的研究 

ロ 座学及びフライト課程における標準的な教育内容・手法及びその評価法に関す

る調査・研究 

ハ 新しい形態による乗員養成に関する調査・研究 

ニ 安全管理システム（ＳＭＳ）を活用したヒューマンファクター問題への対応を

含む航空安全に関する調査・研究 

 

（年度計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

（１）教育の質の向上に関する年度計画 

③ 教育の質の向上及び効率化等を図るため、以下の調査・研究を計画的に実施し、

その成果を教育・訓練等に反映させる。 

イ 引き続き、小型航空機を中心とした航空機運航に関する基礎的研究を進めるとと

もに、操縦士養成初期教育についての研究を行う。 

ロ 座学における教育内容・手法及びその評価法に関して、技術の進展等に対応すべ

く調査研究を進めるとともに、飛行訓練装置を活用した新シラバスによる教育の

検証を行いつつ、標準的な教育内容・手法及びその評価法に関する調査・研究を

進める。また、小型機によるＲＮＡＶ航行の研究を継続する。 

ハ ＭＰＬについて、運航者における自社養成の状況などについての意見交換を踏ま

えた調査・研究を行う。 

ニ 引き続き、安全管理システム（ＳＭＳ）を活用したヒューマンファクター問題へ

の対応を含む航空安全に関する調査・研究を進める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 中期計画に掲げられている「成果の活用・普及」に積極的に取り組むと共に、第２期中

期計画期間からの継続研究についてもその進展を図る。 

 

② 当該年度における取組み  
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教育の質の向上及び効率化等を図るため、以下の調査・研究を計画的に実施し、その成果

を教育・訓練等に反映させた。 

イ 小型航空機を中心とした航空機運航に関する基礎的研究や操縦士養成初期教育について

の研究を進め、研究報告を行った。また、研究報告の内容を仙台課程の訓練シラバスに反

映した。 

 【資料２－４参照】 

ロ 飛行訓練装置を活用した新シラバスの効果を検証した結果、技量の質を維持しつつ、運

航経費が削減されるとともに、天候に影響されない訓練が実施でき訓練の効率化が図れた

ことから、審査の一部について実機に代えて飛行訓練装置を使用することとした。 

また、Ｇ５８型機のＲＮＡＶ航行に係る日本の許可基準への適合性について、新規導入

機のＲＮＡＶ航行の許可を得た。 

【資料２－５参照】 

ハ 個別の航空会社との意見交換の場において、ＭＰＬについて意見交換を行った。大手航

空会社では自社にて MPL を開始する等積極的な導入が見られたが、中小の航空会社では導

入時期は未定であった。 

 【資料２－６参照】 

ニ 独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）との共同研究「飛行教育におけるヒュ

ーマンファクター及びＣＲＭに関する調査研究」を継続しており、訓練で得られたデータ

をＪＡＸＡにて分析しているところである。 

 【資料２－７参照】 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 ＭＰＬとは、2006年11月に国際民間航空機関において新しく設定された、操縦に２人を要

する航空機の副操縦士に限定した操縦士資格で、我が国でも航空法が改正され、2012年4月よ

り導入された。 

 ＣＲＭとは、操縦室内で得られる利用可能な全てのリソース（人、機器、情報等） を、有

効かつ効果的に活用し、チームメンバーの力を結集して、チームの業務遂行能力を向上させ

るということである。 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （１）教育の質の向上 

④ 安定的な航空輸送を確保するため、年間の養成学生数を７２名とする。ま

た、より資質の高い学生を確保するため、効果的かつ効率的な広報活動によ

り受験者数の拡大に努めるとともに、航空会社等と情報交換しつつ入学試験

制度の検証・評価についても継続的に実施すること。 

 

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため
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とるべき措置 

（１）教育の質の向上 

④ 大学校の人材、訓練機材及び教育施設等を効率的に活用することにより、

年間の養成学生数を７２名とする。 

資質の高い学生を確保するため、募集にあたっては従来のポスターや雑誌

等による広報手法に加え、インターネット等の媒体を有効活用した広報活動

を展開し、受験者数の拡大に努める。また、航空会社等と情報交換しつつ現

行の入学試験（学力試験、適性試験等）の内容及び実施方法等について継続

的に評価を行い、その結果を入学試験制度に反映する。 

 

（年度計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

（１）教育の質の向上に関する年度計画 

④  年間の養成学生数を７２名とする。資質の高い学生を確保するため、ポスタ

ー、パンフレット等による広報手法に加え、インターネット等の媒体を有効活用

した広報活動を展開する。また、航空会社等と情報交換し、入学試験（学力試

験、適性試験等）の内容及び実施方法等について継続的に評価を行い、その結果

を入学試験制度に反映する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

・ 中期目標・中期計画に基づき年間養成学生数は７２名とする。 

・ 電子媒体を利用した広報活動を更に充実させる。 

・ 入学試験の内容及び実施方法等について検証を継続し、更なる資質の高い学生の確保に努

める。 

  

② 当該年度における取組み 

年間の養成学生数を７２名とした。 

資質の高い学生を確保するため、学生募集のポスターや学校案内のパンフレットを作成

するとともに、雑誌に航空大学校の紹介を掲載するなどの広報を実施した。また、インタ

ーネット等の媒体を有効活用し、引き続き、募集要項をＨＰからダウンロードできるよう

にするとともに、昨年に引き続き Face bookを活用し、認知度の向上に努めた。 

入学試験の内容等は、昨年度に行った見直し（外部委託から内部教官作成への切り替

え）について、評価を行った。 

【資料２－８参照】 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （２）操縦士養成の新たな手法等の検討 

操縦士の資格制度の改正等を踏まえつつ、航空会社と定期的に意見交換や情報交換
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を行い、操縦士養成の新たな手法等について検討すること。 

  

（中期計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するためと

るべき措置 

（２）操縦士養成の新たな手法等の検討 

操縦士の資格制度の改正等を踏まえつつ、航空企業のニーズを把握するべく、航空

会社と定期的に意見交換や情報交換を行い、操縦士養成の新たな手法等について検討

する。 

 

（年度計画における目標値） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （２）操縦士養成の新たな手法等の検討に関する年度計画 

ＭＰＬについて、運航者における自社養成の状況などについての意見交換を踏まえ

た調査・研究を行う。また、自衛隊操縦士の民間における活用（割愛）が再開される

ことから、自衛隊操縦士に必要な訓練について航空会社のニーズを踏まえた調査・研

究を行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

ＭＰＬの導入を踏まえ、操縦士養成の新たな手法について検討する。 

 

② 実績値及び取組み 

航空機操縦士連絡協議会や個別の航空会社との意見交換の場において、ＭＰＬについて意

見交換を行った。また、自衛隊操縦士が民間のエアラインパイロットになるために必要な訓

練について航空会社と意見交換を行い、必要な訓練シラバスを作成した。 

 

（中期目標） 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （３）航空安全に係る教育等の充実 

    航空事故・重大インシデントの発生を未然に防止することは、航空安全行政の

重要な課題であり、航空事故・重大インシデント０件を目標に、大学校以下の

事項を行うことにより安全運航の確保を図ること。 

① 航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づき、次に掲げる取り組みを実施するこ

と。 

イ 航空大学校の安全に関する取り組み目標について、次に掲げる観点から

安全指標及び安全目標値を年度計画において設定すること。 

a．業務の特性を表した指標であること。 

b．測定可能な指標であること。 

c．過去の実績、事業計画等と照合し、現状よりも改善（現状が最高の安全

性を示し、現状以上の改善ができない場合は、維持を含む。）した値を

目標値としていること。 
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ロ 安全管理システム（ＳＭＳ）のもと、航空大学校の安全達成度の測定及

び監視等により、安全の傾向について把握・分析を行い、安全に関する取

り組み目標等の再設定、安全最優先の意識の徹底、組織内の適切な意思の

疎通及び安全情報の共有等、必要な安全対策を実施すること。 

ハ 航空大学校の安全に関する情報の収集体制を強化し、必要な場合には国

土交通省等に報告すること。 

ニ 組織全体における安全に関する統一的な組織風土の醸成を促進するため

に、役員及び職員に対する安全教育を実施するとともに、整備委託先等に

ついても安全教育に関する指導・監督を行うこと。また、訓練機の安全運

航の確保に係る調査・検討、その結果について周知・徹底等を図るための

活動を推進すること。 

② 学生に対する安全教育の充実のため、安全教育を訓練初期から実施し、遵法

精神を含む安全意識を定着させるとともに、訓練機システムの理解を深め、操

作手順との整合性を図ること。 

③ 実機訓練における教育の実態をより正確に把握するとともに、教育の質の更

なる向上、平準化を図るために必要な措置を推進すること。 

④ 訓練機の運航に直接関係する部門(整備委託先等を含む)に対する安全監査を

定期的に実施するとともに、安全対策に万全を期すこと。 

 

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

（３）航空安全に係る教育等の充実 

安全運航の確保を業務運営上の最重要課題として位置付け、航空事故・重大

インシデント０件を達成するために、以下の事項を行う。 

① 航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づき、次に掲げる取り組みを実施するこ

とで航空事故その他の航空の安全運航に影響を及ぼす事態を未然に防ぎ、もっ

てその安全の確保を図る。 

イ 航空大学校の安全に関する取り組み目標について、次に掲げる観点から

安全指標及び安全目標値を年度計画において設定するものとする。 

ａ 業務の特性を表した指標であること。 

ｂ 測定可能な指標であること。 

ｃ 過去の実績、事業計画等と照合し、現状よりも改善（現状が最高の安全

性を示し、現状以上の改善ができない場合は、維持を含む。）した値を

目標値としていること。 

ロ 理事長のリーダーシップの下で現行の安全管理システム（ＳＭＳ）の強

化を図り、安全目標の達成度や安全対策の実施状況について把握・分析を

行い、必要な改善点等の検討を行ったうえで、安全に関する取り組み目標

の再設定を行う。ＳＭＳの一環として策定された安全に関する基本方針に

基づき、安全業務計画を事業年度毎に作成し実施する。また、組織内の適

切な意思の疎通及び安全情報の共有のため、各校において安全委員会を毎

月１回実施する。 

ハ 義務報告について引き続き実施するとともに、自発報告制度を確立し、

個人が報告することを推奨する。また、必要に応じて国土交通省等に報告
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する。 

ニ 組織全体の安全意識の更なる向上を図るために学識経験者、航空事故調

査官等の外部講師による役員及び職員への安全教育を毎年２回以上実施す

る。また、航空大学校内部においても職員への安全教育を定期的に実施し

、法令等規則の遵守に関しても注意喚起を行うとともに、学生からのアサ

ーション（注意喚起）がしやすい雰囲気作りのために教官を指導する等の

取り組みを推進する。また、整備委託先等に対しては安全監査を通じて安

全教育実施の指導・監督を行う。更に、訓練機の安全運航の確保に係る調

査・検討を行うとともに、その結果について周知・徹底等を図る｡ 

② 学生に対する安全教育を飛行訓練に移行する前から開始する。過去の事故例

から航空事故と人的要素の関わり等を教示するなど、航空安全についての教育

を飛行訓練開始前１０時間、飛行訓練開始後４０時間実施する。また、安全管

理システム（ＳＭＳ）を活用して航空事故への予防意識の定着を図るとともに

、アンケートの内容を充実させるなど、学生から教育に関する意見や要望等の

収集・分析を行い、安全教育に反映する取り組みを強化する。 

③ 実機訓練における教育の実態をより正確に把握するために、効果的な方策の

導入等を図るとともに、担当教官に対して必要に応じ教育方法等に関するアド

バイス等を行う体制を充実させる。また、学生への教育の質の更なる向上、平

準化を図るため、指導方法等に関する教官間の意見交換等を推進する。 

④ 総合安全推進会議において安全監査プログラムを策定し、訓練機の運航に係

る安全監査を年１回実施する。 

 

（年度計画における目標値） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （３）航空安全に係る教育等の充実に関する年度計画 

 安全運航の確保を業務運営上の最重要課題として位置付け、法令・規則を遵守し、

また、安全意識を高めていくような安全文化を構築し、航空事故・重大インシデント

０件を達成するために以下の事項を行う。 

① 航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づき、次に掲げる取り組みを実施することで航

空事故その他の航空の安全運航に影響を及ぼす事態を未然に防ぎ、もってその安全

の確保を図る。 

イ 安全指標及び安全目標値について、以下のとおり設定する。 

1）航空事故・重大インシデント：0件 

2）イレギュラー運航件数：１００００飛行時間あたり４．７８件以下 

3) 安全教育受講回数：役員、運航に関係する職員及び学生それぞれ２回以上 

4) 役員、教頭又は実科首次席教官（経験者を含む）による教官オブザーブ  

回数：教官１人に対して年に２回以上 

5) ヒヤリハット報告件数：年間３０件以上 

ロ 理事長のリーダーシップの下で現行の安全管理システム（ＳＭＳ）の強化を図

り、安全目標の達成度や安全対策の実施状況について、総合安全推進会議におい

て半期毎に把握・分析を行い、必要な改善点等の検討を行ったうえで、安全に関

する取り組み目標の再設定を行う。ＳＭＳの一環として策定された安全に関する
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基本方針に基づき、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定着を図るとと

もに安全業務計画を作成し実施する。組織内の適切な意思の疎通及び安全情報の

共有のため、各校において学生をオブザーバに加えた上で安全委員会を毎月１回

実施するとともに、各校間の情報共有等を深めるため三校合同の安全委員会を定

期的に開催する。７月を航大安全月間として、ヒヤリハット報告の教育・奨励や

安全教育など、安全のための取り組みを集中して行う。 

ハ 公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定着を図ることにより、報告する

文化を確立し、義務報告について引き続き実施するとともに、ヒヤリハット報告

等の教育・啓発を進めることで自発報告制度の確立を図る。また、必要に応じて

国土交通省等に報告する。 

ニ 組織全体の安全意識の更なる向上を図るために学識経験者、航空事故調査官等

の外部講師による役員及び職員への安全教育を２回以上実施する。また、航空大

学校内部においても、役員又は管理職員から職員への安全教育を２回以上実施

し、法令等規則の遵守に関しても注意喚起を行うとともに、帯広事故後から行っ

ている学生からのアサーション（注意喚起）がしやすい雰囲気作りについて、学

生から理事長へ直接提出するアンケート等により教官に対しての個別指導を行う

などの取り組みを強化する。さらに、日本航空機操縦士協会等が主催する外部研

修や安全推進のための取り組みに積極的に参加する。 

 展示コーナーを設けるなど事故の記憶を風化させないための事故関連資料の活用

について検討する。整備委託先等に対しては安全監査等を通じて安全教育実施の

指導・監督を行う。訓練機の安全運航の確保について、外国の国立操縦士養成機

関の安全対策などを含めた調査・検討を行うとともに、その結果について周知・

徹底を図る｡ 

② 学生に対する安全教育を飛行訓練に移行する前から開始する。過去の事故例から航

空事故とＣＲＭについて教授するなど、航空安全についての教育を、飛行訓練開始

前２０時間、飛行訓練開始後４０時間実施することとし、特に飛行訓練開始前から

のＣＲＭについての教育を充実させる。また、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵ

ＲＥ）に基づく安全風土を醸成することにより、安全管理システム（ＳＭＳ）の適

切な機能を図り、航空事故への予防意識の定着を図るとともに、アンケートの内容

を充実させるなど、学生から教育に関する意見や要望等の収集・分析を行い、安全

教育に反映する取り組みを強化する。 

③ 実機訓練における教育の実態をより正確に把握するために、既に一部で導入してい

るＩＣレコーダーについては効果や課題を確認し、必要に応じ改善を図るととも

に、全機での運用について検討する。また、学生からのアンケートに基づき、適切

な改善を進めるとともに、より効果的な方策の導入を検討する。さらに、役員、教

頭又は実科首次席教官（経験者を含む）による教育オブザーブを強化するなど担当

教官に対する教育方法等に関するアドバイス等を行う体制を充実させる。学生への

教育の質の向上、平準化を図るため、毎月開催する教官会議において指導方法等に

関する意見交換等を推進するとともに、教官採用に当たっての適正の確認方法及び
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採用後の教育方法について見直し、一層の強化を図る。機内ビデオカメラの設置の

可能性について引き続き調査・研究を行う。宮崎フライト課程と帯広フライト課程

における訓練機について、安全性が強化された新型機への更新について検討し、結

論を得る。 

④ 総合安全推進会議において安全監査プログラムを策定し、訓練機の運航に係る安全

監査を１回実施するとともに、自己監査としての安全総点検を２回実施する。ま

た、航空大学校全体にかかる安全管理体制が適切に機能しているか航空局による安

全監査を４回受検する。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

・ 学生訓練の初期段階から、過去の航空事故事例の紹介等による安全教育を実施し、

遵法精神の定着やヒューマンエラーに関する理解などを深める。 

・ 航空大学校は３０機の訓練機を運航する機関であることから、安全運航の確保は全

てにおいて最優先しなければならない。このような考え方に基づき、毎年、安全業

務計画を作成し、それに従って安全対策を講じる。 

・ 航空大学校の安全運航を確実なものとするため、全校において、年１回の定期的な

安全監査を実施する。 

・ 外部講師による安全教育を受けることにより、航空大学校の安全意識を広い視野に

立ってブラッシュアップする。 

 

② 実績値及び取組み 

安全運航の確保を業務運営上の最重要課題として位置付け、法令・規則を遵守し、

また、安全意識を高めていくような安全文化を構築し、航空事故・重大インシデント

０件を達成するために以下の事項を行った。 

【資料２－９参照】 

①航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づき、次に掲げる取り組みを実施し、航空事

故その他の航空の安全運航に影響を及ぼす事態を未然に防ぎ、もってその安全の

確保を図った。 

イ 安全指標及び安全目標値について、以下のとおりであった。 

1）航空事故・重大インシデント件数は０件であった。 

2）イレギュラー運航件数は、総飛行時間１４５０９時間に対して８件発生して

おり、１００００時間あたり５．５１件であった。 

3) 安全教育受講回数：７月と３月に外部講師により各１回ずつ年間で２回実

施した。 

4) 役員、教官又は実科首次席教官（経験者含む）による教官オブザーブは教

官１人に対して年に２回実施した。（教官によっては３回以上実施した。） 

5) ヒヤリハット報告は年間で３２件の報告があった。 

ロ 理事長のリーダーシップの下で現行の安全管理システム（ＳＭＳ）の強化を

図り、安全目標の達成度や安全対策の実施状況について、総合安全推進会議に

おいて半期毎に把握・分析を行い、必要な改善点等の検討を行ったうえで、安
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全に関する取り組み目標の再設定を行った。ＳＭＳの一環として策定された安

全に関する基本方針に基づき、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定

着を図るため、安全に関する基本方針を掲示板等に掲載し、また公正な文化（

ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）を含め安全に関する基本方針カードを教職員及び

学生全員に配布した。また、安全業務計画を作成し実施した。 

【資料２－１０参照】 

組織内の適切な意思の疎通及び安全情報の共有のため、各校において学生をオブ

ザーバに加えた上で安全委員会を毎月１回実施した。また、各校間の情報共有等

を深めるため三校合同の安全委員会を原則月に１回開催した。 

７月を航大安全月間として、ヒヤリハット報告の教育・奨励や安全教育など、安

全のための取り組みを集中して行った。 

 

ハ 公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定着を図ることにより、報告す

る文化を確立し、義務報告について引き続き実施した。また、航空安全情報自

発報告制度（VOICES）の周知など、ヒヤリハット報告等の教育・啓発を進める

ことで自発報告制度の確立を図った。また、必要に応じて国土交通省等に報告

した。 

ニ 組織全体の安全意識の更なる向上を図るために学識経験者、航空事故調査官

等の外部講師による役員及び職員への安全教育を２回実施した。また航空大学

校内部においても、役員又は管理職員から職員への安全教育及び法令等規則の

遵守に関する指導については、学生の入校時に合わせて年間４回実施した。  

アサーション（注意喚起）がしやすい雰囲気作りについては、学生から理事長

へ直接提出するアンケート等により教官に対しての個別指導を行うなどの取り

組みを強化した。日本航空機操縦士協会等が主催する外部研修や安全推進のた

めの取組へ積極的に参加した。事故の記憶を風化させないための事故関連資料

を常時閲覧が可能とし、入校時等での資料の回覧及び慰霊祭等を実施した。  

整備委託先等に対しては安全監査等を通じて安全教育実施の指導・監督を行っ

た。訓練機の安全運航の確保について、外国の国立操縦士養成機関の安全対策

等の調査を行い、調査結果を報告書として取りまとめているところ｡ 

② 学生に対する安全教育を飛行訓練に移行する前から開始した。過去の事例から

航空事故とＣＲＭについて教授するなど、航空安全についての教育を、飛行訓練

開始前２０時間、飛行訓練開始後４０時間実施した。特に飛行訓練開始前からの

ＣＲＭについての教育を充実させただけでなく、飛行訓練におけるＴＥＭの実践

の強化も図った。また、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）に基づく安全

風土を醸成するように努めた。その上で、安全管理システム（ＳＭＳ）の適切な

機能を図り、航空事故への予防意識の定着を図るとともに、アンケートの内容を

充実させるなど、学生から教育に関する意見や要望等の収集・分析を行い、安全

教育に反映する取り組みを強化した。 

③ 実機訓練における教育の実態をより正確に把握するために、既に一部で導入し
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ているＩＣレコーダーについては効果や課題を確認し、必要に応じ改善を図ると

ともに、検討の上、全機での運用を開始した。また、学生からのアンケートに基

づき、適切な改善を進めるとともに、より効果的な方策の導入を検討した。次年

度以降は紙媒体だけでなくメール等のウェブでも提出可能とした。さらに、役員

、教頭又は実科首次席教官（経験者を含む）による教育オブザーブを充実・強化

させ、担当教官に対する教育方法等に関するアドバイス等を的確に行う体制を充

実させた。学生への教育の質の向上、平準化を図るため、毎月開催する教官会議

において指導方法等に関する意見交換等を推進するとともに、教官採用に当たっ

ての適正の確認方法及び採用後の教育方法について見直し、一層の強化を図った

。機内ビデオカメラの設置の可能性について調査を行い、操縦時の視野の確保や

訓練中に学生が上空で座席を入れ替わる際の障害にならない等の条件により設置

箇所が機体後方に限定されるため画像検証の手法としては不十分であるため、設

置については当面見合わせることとした。宮崎フライト課程と帯広フライト課程

における訓練機について、安全性が強化された新型機への更新について必要な性

能及び保守体制等を取り纏めた。 

④ 総合安全推進会議において安全監査プログラムを策定し、訓練機の運航に係る

安全監査を１回実施するとともに、自己監査としての安全総点検を２回実施した

。 また、航空大学校全体にかかる安全管理体制が適切に機能しているか航空局

による安全監査を４回受検した。 

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 ※公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）とは、安全に関する大切な情報を提出すること

が奨励され、許容されること・されないことが明確に区別されることにより構築される。 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  （４）私立大学等の民間操縦士養成機関への協力 

操縦士の養成における民間参入の拡大のため、私立大学等の民間操縦士養成機

関における操縦士の養成が安定的になされるように、学科及び実技に関する標準

となるような教材の作成、大学校が保有する訓練ノウハウの提供等により、民間

操縦士養成機関への技術支援を着実に実施すること。 

   

（中期計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するためと

るべき措置 

 （４）私立大学等の民間操縦士養成機関への協力 

航空機操縦士の養成における民間参入の拡大のため、操縦士養成に係る標準的

な教材や教育・訓練内容（シラバス）の提供、標準的な教授方法に関する指導及

び事故防止対策、安全管理システム（ＳＭＳ）整備の指導等を通じ、私立大学等

の民間操縦士養成機関への技術支援を着実に実施する。 
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（年度計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （４）私立大学等の民間操縦士養成機関への協力に関する年度計画 

航空機操縦士の養成における民間参入の拡大のため、操縦士養成に係る標準的な教材

や教育・訓練内容（シラバス）の提供、標準的な教授方法に関する指導及び事故防止対

策、安全管理システム（ＳＭＳ）整備の指導等を通じ、私立大学等の民間操縦士養成機

関への技術支援を着実に実施する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 航空大学校の保有する訓練ノウハウの提供等により、私立大学での操縦士養成への

技術支援を推進する。 

 

② 当該年度における取組み 

航空機操縦士連絡協議会及び同協議会ＷＧにおいて、航空大学校の訓練における教

授手法等の支援を行うべく、当校の訓練オブザーブの実施について提案を行った。 

【資料２－１１参照】 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （５）航空技術安全行政への技術支援機能の充実 

① 大学校の保有する教育機材及び教育施設等を活用し、国の操縦職員等に対す

る訓練を実施すること。 

② 航空技術安全行政のニーズに即した調査・研究機能を充実すること。 

  

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

 （５）航空技術安全行政への技術支援機能の充実 

① 国の操縦職員等の技量保持訓練、資格取得訓練等に適切に対応する。 

② 国土交通省との連携をより強化するとともに、乗員養成や航空安全に関する

調査・研究等の業務を通じて得られる知見及び技術力等を航空技術安全行政

における規制／基準の策定や評価の場へフィードバックする機能の充実を図

る。 

 

（年度計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （５）航空技術安全行政への技術支援機能の充実に関する年度計画 

① 国の訓練計画に対応し、国の操縦職員等の技量保持訓練、資格取得訓練等を実施
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する。 

② 運航者の立場に立ち、航空安全に関する調査・研究を推進するとともに、航空大

学校の知見及び技術力等を行政にフィードバックする機能の充実を図るため、随

時、国土交通省との間で意見交換を行い、さらなる連携強化に努める。 

③ 交通政策審議会航空分科会基本政策部会技術・安全部会乗員政策等検討合同小委

員会における検討を踏まえ、航空大学校に求められる操縦士の安定的な供給源と

しての中心的な役割を果たすとともに、我が国全体の操縦士養成能力の拡充に寄

与する。そのため、私立大学への技術支援の他、航空大学校の施設等の経営資源

を活用して、航空会社や私立大学の操縦士訓練の一部を受託すること等を検討す

る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 国土交通省の操縦職員の技量保持訓練、資格取得訓練について要請がある場合は積

極的に受け入れ実施する。また、航空大学校が進める「航空技術安全行政への支援」

を適切に実施するため、ニーズに即した調査・研究を推進するとともに､国土交通省の

関係部署との連携を強化する。 

 

② 当該年度における取組み 

① 国の航空従事者試験官の技量保持訓練及び特定操縦技能審査を受託し、訓練を

実施した。 

・宮崎7名（10月～3月） 

・帯広7名（10月～3月） 

② 乗員養成や航空安全に関して、随時、国土交通省と意見交換を行った。また、

海外のパイロット養成機関等に対して航空大学校の施設見学を実施し、航空技術

安全行政への支援を行った。 

③ 交通政策審議会航空分科会基本政策部会技術・安全部会乗員政策等検討合同小

委員会における検討を踏まえ、年間７２名の操縦士を養成し、操縦士の安定的な

供給源としての中心的な役割を果たした。また、全日本空輸株式会社より操縦士

訓練及び教官の教育証明に関する訓練を以下の通り受託した。 

・ANA第73・74期訓練生：12名 

・ANA教育証明業務受託：3名 

【資料２－１２参照】 

 

（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（６）成果の活用・普及 

航空大学校が実施する操縦訓練への理解及び将来を担う操縦士の確保に向けた

取り組みとして、航空思想の普及・啓発のための行事を開催すること。 
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（中期計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するためと

るべき措置 

 （６）成果の活用・普及 

従来から実施している「空の日」行事の他に地域の教育委員会等との調整を行

い、校外学習の一環として小・中・高生を対象とした「航空教室」を年間４回程

度開催するとともに、あわせて地域住民への航空思想の普及、啓発を図るため市

民航空講座を年間２回程度実施する。 

 

（年度計画における目標値） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （６）成果の活用・普及に関する年度計画 

従来から実施している「空の日」行事の他に地域の教育委員会等との調整を行い、

校外学習の一環として小・中・高生を対象とした「航空教室」を年間4回程度開催する

とともに、あわせて地域住民への航空思想の普及、啓発を図るため市民航空講座を年

間2回程度実施する。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 従来から「空の日」の行事は、宮崎本校、帯広・仙台両分校とも恒例の行事として 

浸透しており地元からも期待が寄せられている｡また､「航空教室」と「市民航空講座」

を積極的に行うことにより地域住民への航空思想の普及と航空大学校のより一層のＰＲ

活動を行うため、「空の日」１回、「航空教室」４回程度、「市民航空講座」２回程度

を実施する。 

 

② 実績値及び取組み 

「空の日」行事について、帯広分校は９月に、宮崎本校及び仙台分校は１０月に実施した

。校外学習の一環として、「航空教室」を２５回（宮崎１３回、帯広５回、仙台７回）開催

するとともに、「市民航空講座」を９回（宮崎４回、帯広２回、仙台３回）実施し、航空思

想の普及、啓発に努めた。また、face bookへの記事投稿は127回実施し、ホームページアク

セス回数は25,902回であった。 

【資料２－１３参照】 

 

④ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

上記活動以外にも航空大学校が実施する操縦訓練への理解及び将来を担う航空従事者

の確保に向けた取り組みとして以下の活動を平素より実施している。 

  ・ホームページの活用による航空大学校紹介活動 

  ・航空思想普及のための施設見学 

  ・航空大学校のＰＲとなるマスコミ等への情報の提供 
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（中期目標） 

 ３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （７）内部統制の充実・強化 

内部統制については、内部評価委員会への外部委員の参画を図るなど、情報セキ

ュリティ対策を含め、更に充実・強化を図ること。 

  

（中期計画） 

  ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項を達成するため

とるべき措置 

 （７）内部統制の充実・強化 

法令遵守の徹底及び内部統制の強化は安全を確保する上で極めて重要であるこ

とに鑑み、法令遵守及び内部統制の監査の実施の強化や、内部評価委員会への外

部委員の参画を図るなど、情報セキュリティ対策を含めた内部統制・ガバナンス

の強化に向けた体制整備を推進するとともに、役職員等のコンプライアンス意識

の向上を図る。 

 

（年度計画） 

 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画 

 （７）内部統制の充実・強化に関する年度計画 

法令遵守及び内部統制の監査の実施を強化するとともに、内部評価委員会への外部

委員の参画を図る。また、情報セキュリティ対策を含めた内部統制・ガバナンスの強

化に向けた体制整備を推進するとともに、役職員を研修に参加させる等により、コン

プライアンス意識の向上を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 法令遵守、内部統制の強化を目的として、内部評価委員会への外部委員への参画、役

職員の研修への参加を実施する。 

 

② 当該年度における取組み 

監事による業務監査を実施した（宮崎本校：９月～３月、帯広分校：１２月、仙台

分校：１月）。内部評価委員会においては、外部委員として宮崎公立大学辻教授に参

画頂いた。 

コンプライアンス研修を担当役職員が受講し、その研修内容を全職員に周知した。 

また、内閣官房情報セキュリティセンター及び独立行政法人情報処理推進機構が主

催した情報セキュリティ勉強会総務省行政管理局が主催した情報公開・個人情報保護

担当者連絡議に担当者を参加させるとともに、これらのセミナー等の内容を踏まえ、

情報セキュリティ対策について周知徹底を図った。 

【資料２－１４参照】 
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４．財務内容の改善に関する事項 

（中期目標） 

４．財務内容の改善に関する事項 

（１）中期計画に向けた予算の策定 

運営費交付金を充当して行う事業については、本中期目標に定めた事項に沿った中

期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。 

 

（中期計画） 

３．予算、収支計画及び資金計画（人件費の見積もりを含む） 

（１）予算、収支計画及び資金計画は、中期計画別紙１のとおり 

 

（年度計画における目標値） 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画に関する年度計画 

（１）平成２６年度の予算、収支計画及び資金計画は、別紙１のとおり。 

【資料３－１参照】 

 

①年度計画における目標値設定の考え方 

予算計画については、運営費交付金の算定ルールに従い算定した。 

 

②実績値及び取組み 

別紙１、２、３のとおり 

【資料３－１参照】 
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                                                                別紙１ 

  予算 

 

  
（単位：百万円） 

 

区  分 金 額  実 績 額  差 額 
 

収 入       
 

  運営費交付金 2,113 2,113 0 
 

  施設整備費補助金 163 118 ▲ 45 
 

  業務収入 755 985 229 
 

計 3,032 3,216 185 
 

支 出       
 

  業務経費 1,585 1,706 121 
 

   教育経費 1,585 1,706 121 
 

  人件費 1,049 861 ▲ 188 
 

  施設整備費 163 118 ▲ 45 
 

  一般管理費 235 247  13 
 

計 3,032 2,932 ▲ 100 
 

     
【人件費の見積】 

    
  年度総額７０９百万円を支出する。 

   
  但し、総人件費改革における削減対象としている人件費の範囲《法人の常勤役員 

  及び常勤職員に対し、各年度中に支給した報酬、賞与、その他の手当の合計額の 

  うち、退職金、福利厚生費、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除いた額》 
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  別紙２ 

  収支計画 

 

  
（単位：百万円） 

 

区  分 金 額  実 績 額  差 額   

費用の部 3,064 2,850 ▲ 214 
 

 経常費用 3,064 2,864 ▲ 217 
 

  一般管理費 398 270 ▲ 128 
 

  減価償却費 32 145 113 
 

  教育経費 1,585 1,489 ▲ 96 
 

  人件費 1,049 860 ▲ 189 
 

  財務費用 0 83 83 
 

 臨時損失 0 3 3 
 

収益の部 3,064 2,824 ▲ 240 
 

 運営費交付金収益 2,113 1,777 ▲ 337 
 

 施設費収益 163 22 ▲ 141 
 

 業務収益 755 985 229 
 

 資産見返運営費交付金戻入 24 29 5 
 

  資産見返物品受贈額戻入 1 1 0 
 

 資産見返寄附金戻入 7 7 0 
 

 臨時利益 0 3 3 
 

純利益 0 ▲ 26 ▲ 26 
 

総利益 0 ▲ 26 ▲ 26 
 

     
【 注 記 】 

    
   退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程（国家 

  公務員退職手当法に準拠）に基づいて支給することとなるが、その全額について、 

  運営費交付金を財源とする。 
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                               別紙３ 

  資金計画 

 

  
（単位：百万円） 

区  分 金 額  実 績 額  差 額 

資金支出 3,032 2,951 ▲ 81 

 業務活動による支出 2,869 2,737 ▲ 132 

 投資活動による支出 163 118 ▲ 45 

 財務活動による支出 0 96 96 

 次期中期目標の期間への繰越金 0 0 0 

資金収入 3,032 3,216 185 

 業務活動による収入 2,869 3,098 229 

  運営費交付金による収入 2,113 2,113 0 

  業務収入 755 951 196 

  その他の収入 0 34 34 

 投資活動による収入 163 118 ▲ 45 

  施設整備費補助金による収入 163 118 ▲ 45 

  その他の収入 0 0 0 

 財務活動による収入 0 0 0 
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（中期目標） 

４．財務内容の改善に関する事項 

（２）人件費削減の取組 

総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上

を基本とする削減等の人件費に係る取組を平成２３年度においても引き続き着実に実

施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。 

 

（中期計画） 

３．予算、収支計画及び資金計画（人件費の見積もりを含む） 

（２）人件費削減の取り組み 

総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上

を基本とする削減等の人件費に係る取組を平成２３年度においても引き続き着実に実

施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すものとす

る。 

なお、各事業年度毎の削減計画にあたっては、中期計画別紙２のとおりとする。 

 

（年度計画における目標値） 

計画なし。 

 

（中期目標） 

４．財務内容の改善に関する事項 

（３）自己収入の拡大 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決

定）等を踏まえ、航空会社及び学生が負担する割合を平成２３年度から増加させ、平

成２７年度までに大学校の訓練の実施に直接必要となる経費の２分の１に相当する額

（総経費の約３割程度）まで増加させること。その際、航空会社間の負担が公平なも

のとなるような仕組みを導入すること。また、平成２８年度以降のあり方について必

要に応じ検討する場合には適切に対応すること。 

 

（中期計画） 

３．予算、収支計画及び資金計画（人件費の見積もりを含む） 

（３）自己収入の拡大 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決

定）等を踏まえ、航空会社及び学生が負担する割合を平成２３年度から増加させ、平

成２７年度までに大学校の訓練の実施に直接必要となる経費の２分の１に相当する額

（総経費の約３割程度）まで増加させる。その際、航空会社間の負担が公平なものと
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なるような仕組みを導入する。また、平成２８年度以降のあり方について必要に応じ

検討する場合には適切に対応する。 

 

（年度計画における目標値） 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画に関する年度計画 

（２）自己収入の拡大に関する年度計画 

① 受益者負担 

平成２３年度に導入した大学校の訓練の実施に直接必要となる経費（航空機のリー

ス費、整備費、燃料等）の一部を航空会社及び学生に負担してもらう仕組みに従い、

各航空会社に負担を求める。 

② 受益者負担の在り方等を含む自己収入の確保に向けた検討を引き続き行う。 

 

①年度計画における目標値設定の考え方 

 航空会社間の負担が公平となるような受益者負担の仕組みに従い、負担を求める。また、

受益者負担の在り方等を含む自己収入の確保に向けた検討を行う。 

 

②実績値及び取組み 

①受益者負担 

平成２３年度に導入した大学校の訓練の実施に直接必要となる経費（航空機のリース費、

整備費、燃料等）の一部を航空会社及び学生に負担してもらう仕組みに従い、各航空会社

に負担を求めた。 

②平成２６年度から航空会社の負担額の算定方法が変更となったことを受け、航空会社と調

整を行った。また、航空会社及び国土交通省航空局の訓練を受託することにより、自己収

入の拡大を行った。 

・ANA第73・74期訓練生：12名（受託額：164,583,776円） 

・ANA教育証明業務受託：3名（受託額：9,970,950円） 

 

（中期計画） 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は

、５００百万円とする。 

 

（年度計画における目標値） 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、 資金不足となる場合における短期借入金の限度額は

、５００百万円とする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 予見し難い事故等に対応するため、短期借入金の限度額５００百万円とする。 
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② 実績値及び取組み 

平成２６年度は、短期借入を行わなかった。 

 

（中期計画） 

５．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

該当なし 

 

（年度計画における目標値） 

計画なし 

 

（中期計画） 

６．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

市道（宮崎市）拡張に伴い、隣接する同校用地の処分を行う。 

（財産処分の内容） 

航空大学校土地 

 

（年度計画における目標値） 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

特になし。 

 

（中期計画） 

７．剰余金の使途 

① 入学希望者数の増加策に要する費用 

② 養成の向上に資する調査・研究及び航空技術安全行政に資するための調査・研

究の実施 

③ 効果的な養成を行うための教育機材の購入 

④ 運航管理業務の充実を図るための業務支援機器の購入 

 

（年度計画における目標値） 

計画なし 
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５．その他業務運営に関する重要事項 

 

（中期目標） 

５．その他業務運営に関する重要事項 

 （１）施設及び設備の整備 

   大学校の目的の確実な達成のため、必要となる施設及び設備に関する整備計画

を策定すること。 

 

（中期計画） 

 ８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

中期計画別紙３のとおり 

 

（年度計画） 

 ６．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

年度計画別紙２のとおり 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

大学校の目的の確実な達成のため、必要となる施設及び設備に関する整備計画を策定

し、実施する。 

 

② 当該年度における取組み 

平成２６年度整備計画に計上している宮崎本校の第１・２格納庫耐震補強等改修工事他

２件について、１６３百万円の予算内で執行した。 

【資料４－１参照】 

 

（中期目標） 

５．その他業務運営に関する重要事項 

 （２）保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障がない

範囲での有効利用可能性、経済合理性などの観点に沿って、その保有の必要性に

ついて不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、大学校が保有し続

ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。 

 

（中期計画） 

 ８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（２）保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、その利用度のほか、本来業務に支障がない範囲
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での有効利用の可能性、経済合理性などの観点に沿って、その保有の必要性につい

て不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、大学校が保有し続ける必

要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行う。 

 

（年度計画） 

 ６．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（２）保有資産の見直し等に関する計画 

保有資産については、引き続き、その利用度のほか、本来業務に支障がない範囲での

有効利用の可能性、経済合理性などの観点に沿って、その保有の必要性について不断に

見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、大学校が保有し続ける必要がないもの

については、支障がない限り、国への返納を行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 保有資産の必要性について不断に見直しを実施し、保有し続ける必要がないものは国

への返納を行う。 

 

② 実績値及び取組み 

保有資産の必要性については、見直しを行い、必要性のないものはなかった。引き

続き、適時利用実態を把握し、将来に渡り業務を確実に実施するうえで、保有の必要

性を検証する。 

 

（中期目標） 

５．その他業務運営に関する重要事項 

（３）人事に関する計画 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員

給与のあり方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその

適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表すること。 

 

（中期計画） 

 ８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（３）人事に関する計画 

① 方針 

一層の業務運営の効率化及び適正化に努める。 

② 人件費削減の取り組み 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国家公務員に

準拠した給与規程の改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組

状況を公表する。 

特に事務・技術職員の給与水準については、平成２１年度の対国家公務員指数が年齢
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勘案で１０６．３となっていることを踏まえ、平成２７年度までにその指数を１００．

０以下に引き下げるよう、給与水準を厳しく見直す。 

なお、職員給与については、国家公務員の給与に関する法律や人事院規則に準拠して

支給されているが、今後も国との人事交流が行われることから、対国家公務員指数につ

いては、都市部の官署に勤務していた者や単身赴任者を受け入れる場合には、これらの

職員に対する地域手当や単身赴任手当が支給されるため、一時的に指数を押し上げる要

因となっている。引き続き、国家公務員の給与に関する法律や人事院規則に準拠して適

正な運用に努める。 

 

（年度計画における目標値） 

 ６．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（３）人事に関する計画 

① 方針 

一層の業務運営の効率化及び適正化に努める。 

② 人件費削減の取り組み 

イ 中期計画期間中に常勤職員の約１０％程度を削減するため、平成２５年度におい

ては３名削減する。 

ロ 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当も含め役職員給

与の在り方について厳しく検証した上で、適正化に計画的に取り組むとともに、そ

の検証結果や取組状況を公表する。引き続き、国家公務員の給与に関する法律や人

事院規則に準拠して適正な運用に努める。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 第３期中期期間中に常勤職員の約１０％程度を削減するため、常勤職員数３名を削

減し、さらに国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与水準の見直しを実施する。 

 

② 実績値及び取組み 

①方針及び②人件費削減の取り組み 

イ 本校及び分校の管理業務等の精査・見直しを図り、中期計画期間中に常勤職員の

約１０％程度を削減するため、平成２６年度においては３名削減した。 

ロ 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当も含め役職員給

与の在り方について厳しく検証した上で、その結果や取り組み状況について公表し

た。 

  また、平成２６年度における当校の給与水準を示すラスパイレス指数は１０２．

５（対前年度－３．４、平成２５年度は１０７．９）となっている。 

  航空大学校は宮崎市、帯広市及び岩沼市に所在するため、都市部（東京都特別区

等）の官署に在籍していた国家公務員からの出向者を受け入れる場合、これらの職

員に対する地域手当の異動保障、広域異動手当及び単身赴任手当等の支給が必要と

なり、指数を押し上げる大きな要因となっている。 
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平成２６事業年度  
業務実績報告書添付資料 

 
 
 

独立行政法人 航空大学校 

1 



 資料番号  資料タイトル 
  １－１ 職員の国との人事交流 
  １－２ 宮崎学科課程における教育シラバスの比較、効果 
  １－３ ＦＴＤの更なる活用 
  １－４ Ｇ５８型機の整備方式の移行 
  １－５ 教育コストの区分・把握 
  １－６ 契約の適正化の推進 
 
  ２－１ 航空会社との意見交換等を通じた訓練内容等の向上 
  ２－２ 教官に対する各種研修 
  ２－３ 追加教育の検証 
  ２－４ 小型機における非精密進入方式でのCONTINUOS DESCENT FINAL APPROACHの導入について 
  ２－５ ＲＮＡＶ航法 
  ２－６ ＭＰＬ（准定期運送用操縦士）の検討 
  ２－７ ＪＡＸＡとの共同研究 
  ２－８ 入学試験の見直し、入学試験・就職の状況 
  ２－９ 帯広分校航空事故を受けた安全対策 
  ２－10 安全に関する基本方針に基づく取り組み 
  ２－11 私立大学への技術支援 
  ２－12 受託訓練一覧 
  ２－13 航空思想の普及、啓発のための行事 
  ２－14 情報セキュリティ対策 
 
  ３－１ 予算、収支計画及び資金計画の年度計画額に対する実績額の差額 
   
  ４－１ 施設及び整備に関する計画  
 
   

資料一覧 
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平成２６年度の国との人事交流  
約２８％ 

（１０１名中２７名） 

平成２６年度 
指数・目標値の 
達成度 

指数・目標値の１０％（１０名）を超える成果を
得た。 

平成２６年度 職員数（役員を除く） 

平成２６年度 職員の人事交流実績 

職員の国との人事交流 

内部組織の活性化を図り、業務運営の効率化を推進するため、職員の約２７％について、
国との人事交流を行った。 

H26.4.1現在 

学 科 実 科 総務課 会計課 教務課 整備課 運用課 計 

宮崎本校 １０ １７ １０ ８ ３ ３ ３ ５４ 

帯広分校 － １６ ２ － － ３ ２ ２３ 
仙台分校 － １５ ３ － － ４ ２ ２４ 

計 １０ ４８ １５ ８ ３ １０   ７ １０１ 

学 科 実 科 総務課 会計課 教務課 整備課 運用課 計 

宮崎本校    －    １    ７ ６ － ２ － １６ 

帯広分校    －   － ２ － － １ １ ４ 

仙台分校   －   ３ ３ － － １ １ ７ 

計 ０   ４   １２ ６ ０ ４ ２  ２８ 

資料１－１ 
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宮崎学科課程における教育シラバスの比較 

教授科目 旧シラバス 新シラバス（H23～） 増加した理由 

航空力学 ６０ ７０ 知識の定着率を向上させるため。 

航空機システム ５０ ４６ 

航空原動機 ３０ ３０ 

航空電気装備 ２０ ２０ 

航空電子システム ５０ ５０ 

航空通信 ２０ ２０ 

航空法規 ４０ ４０ 

航空交通管制 ４０ ４０ 

航空気象 ５０ ６０ 気象の実践的な解析をするため。 

空中航法 ６０ ６４ 次世代の航法方式を学ぶため。 

Ａ３６・Ｇ５８システム 
（旧シラバスではＣ９０Ａ） 

３０ ３２ 知識の定着率を向上させるため。 
G58システムを追加したため。 

飛行方式 １０ ９ 

航空安全【ＣＲＭコース】 ６ 

航空英語 ４０ ４０ 

体育 ０ ２０ 学生の健康増進及び体力強化のため。 

航空生理 １０ １４ 飛行と視覚に関しての教育を追加したため。 

合計 ５１０ ５６１ 

※赤字：訓練時間が増加した科目 

資料１－２ 
（１／２） 
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宮崎学科課程における新シラバスの効果 

新シラバスの効果を検証するため、従来より実施していた期末試験の点数の比較に加えて、 
事業用操縦士学科試験の初回合格率を比較した。 
その結果、新シラバスの教育を受けた学生の方が点数及び合格率共に高い傾向にあることが確認
できた。 
引き続き、効果を分析の上で、教育内容の充実を検討していく。 

資料１－２ 
（２／２） 

期末試験点数 事業用操縦士学科試験 
初回合格率 

新シラバス 
（第５８回生Ⅰ期～ 
第６１回生Ⅲ期） 

８８．８点 ９３．７％ 

旧シラバス 
（第５６回生Ⅰ期～ 
第５７回生Ⅳ期） 
 

８２．７点 ８３．８％ 

※事業用操縦士学科試験初回合格率について、入学前に合格している学生については含めていない。 

６．１点上昇 ９．９％上昇 
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教育・訓練業務の効率化（ＦＴＤの活用） 資料１－３ 

課程 訓練内容 訓練時間 

帯広 ・基本飛行 
・基本計器 

５時間 

宮崎 ・基本計器 
・応用計器 
・計器飛行方式 

１７時間 

○平成２４年９月よりＦＴＤの製造メーカーや輸入代
理店から本格的に情報収集を開始 
○平成２４年１１月に学内にＦＴＤ検討委員会を立ち
上げ、ＦＴＤの仕様、導入後の訓練内容、保守方法等
に関する検証を開始 
○平成２５年５月に国土交通省からレベル３の認定を
取得 
○平成２５年６月から段階的に訓練に導入し、訓練
の効率化を実現 

帯広・宮崎フライト課程 

これらの取り組みにより、技量の質を維持しつつ、全体訓練時間の約１割にあたる１５００時間程度の
運航経費（約１億円、総計費の約３．５％）の削減及び天候に影響されない訓練を実現した。 

仙台フライト課程 
従来の実機を中心とした訓練内容を大胆に見直し、飛行訓練
装置を最大限活用しつつ、更なる効率化な訓練のためシラバ
スの見直しを行った。 

科目 
旧シラバス 
（～H24） 

旧シラバス 
（H25） 

新シラバス 
（H26～） 

実機 ＦＴＤ 実機 ＦＴＤ 実機 ＦＴＤ 

導入 ０ ３ ０ ３ ０ ２ 

多発課
程 ２１ ９ １７．５ ９ １９．５ ８ 

計器課
程 ３８ １８ ３３．５ ２４ ３１．５ ２２ 

計 ５９ ３０ ５１ ３６ ５１ ３２ 

【①訓練時間の推移】 

【②審査への活用】 
従来実機のみで行っていた審査についてもＦＴＤを活用 
 多発課程：２時間の内、０．５時間以上 
 計器課程：４時間の内、１時間以上 

実機時間：１３％減少、ＦＴＤ時間：２０％増加 
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Short Inspection Guide （ＳＩ方式） 

Ｇ５８型機の整備方式の移行 

 
 

Continuing Care Inspection Guide （ＣＣＩ方式） 

            

                                                    

0 100 200 300 400 

小規模整備 

ＣＣＩ方式からＳＩ方式に変更することにより、整備費約２６００万円及び整備日数約７０日を削減した。 
（Ｇ５８型機の整備費・整備日数の約１割に相当） 
引き続き、新方式の整備実績を踏まえ、整備業務の効率化を推進する。 

小規模整備 小規模整備 

資料１－４ 
（１／２） 

飛行時間 

飛行時間 

○５０飛行時間毎に、平準化した整備を繰り返
し、３００飛行時間で１サイクルとなる方式。 

○構造点検など比較的大きな整備が分割され
ており、１回の整備を短時間で実施すること
ができる。 

○１００飛行時間毎に、中規模整備と小規模
整備を繰り返し、４００飛行時間で１サイクル
となる方式。 

○関連する整備をまとめて効率的に実施し、 
 整備間隔を広げることができる。 

Ｇ５８型機と同型機における整備実績を分析したところ、効率的な整備が見込まれたことから整備方式を移行 

右翼 左翼 右エンジン 左エンジン 

0 50 100 150 250 300 

整備１ 整備２ 整備３ 整備４ 整備５ 整備６ 

200 

中規模整備 

左右の翼・エンジン、胴体、脚 

胴体 脚 
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5日 5日

169 4日 4日 4日 169 4日

123 112 112 123

標準日数 1日 1日 1日 1日 1日 1日

実績工数 27 27 27 27 27 27

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600

飛行時間

1Cycle ・・・400hr

□　H25年度　Short Form Inspection (SFI)　実績

B

B

CL

B

B

CL

B

CS1

B

B

B

CS1

B

CS2

B

B

B

CS3

5日 5日

141 4日 4日 4日 141 4日

106 104 106 106

標準日数 1日 1日 1日 1日 1日 1日

実績工数 24 24 24 24 24 24

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600

飛行時間

B

B

CS1

B

CS2

B

B

B

CS3

1Cycle ・・・400hr

□　H26年度　Short Form Inspection (SFI)　実績

B

B

CL

B

B

CL

B

CS1

B

□　対比表

1Cycle 600hr到達時

SFI (25年度） 624工数 970工数

SFI (26年度） 555工数 85０工数

１機

７機

※年間６００hr/機であり、工数は約１２０工数（約１４７万円）削減され、計７機で年間約８４０工数（約１，０２７万円）削減した。

作業工数

△１２０工数/年

△８４０工数/年

【整備方式 実績資料】 
資料１－４ 
（２／２） 
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運航費（教育業務） 

人件費（教育業務） 

一般管理費（教育業務） 

航操振 

教育コストの区分・把握 資料１－５ 
（１／２） 

教育業務、教育支援業務及び附帯業務の経費に係る総額及び割合の推移 

注）コスト構造の比較に
は不適と思われる単発
的な経費（職員退職金、
施設整備費補助金）は含
めていない。 
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教育コストの区分・把握 
主な項目別経費の推移 

平成26年度においては、25年度と比較して、人件費の削減を行った。 
また、運航費については、燃料費が高騰している影響を受けた。（平成25年度CIF価格年平均67,195円/KL→平成26年度70,361円/KL 約5％上昇） 

百万円 

資料１－５ 
（２／２） 
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○不要業務の排除による入札参加への促進。 

契約監視委員会からのアドバイスを受けた１者応札案件の改善策の対応 

仕様書内容の見直し 

 
○業者への周知のため、公告期間の延長を実施。 

 
○業務開始へ十分な業務体制が図られるよう開札日から契約日までの準備期間延長を実施。  

 
○広く入札情報を提供するため、航空燃料の契約において全国空港給油事業協会へ公告案内を依頼。 
○帯広分校草刈作業、帯広分校除雪作業においては、帯広空港出張所へ公告掲示依頼を実施。 
○入札公告前にホームページ上にて調達予定情報の事前公表を実施。 

契約の適正化の推進 

公告期間の十分な確保 

業務等準備期間の十分な確保 

契約情報提供の充実 

資料１－６ 
（１／３） 

 
○入札説明書受領を希望し応札不参加の業者に対し、その理由等の聴き取りを実施し、 一者応札、応募
等の更なる改善に向けた情報収集を実施。  

業者からの聴き取り 
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件          名 請負事業者 予定価格（円） 契約実績額（円） 

１ 本校航空機保守 (株)ジャムコ 243,134,523 240,840,000 

２ 帯広分校航空機保守 (株)ジャムコ 200,777,581 199,584,000 

３ 仙台分校航空機保守 (株)ジャムコ 364,757,044 361,800,000 

４ 仙台分校G58型飛行訓練装置保守 
(株)JALシミュレーターエンジニ

アリング 9,477,857      8,834,076              

５ 会計システム運用支援業務 (株)ＮＴＴデータ・アイ 1,848,420 1,848,420 

６ 平成26年度 
航空ガソリン航空大学校宮崎本校機上渡しの購入 (株)日米商会 （単価）349.0560 （単価）348.5268 

７ 平成26年度  
航空ガソリン航空大学校帯広分校機上渡しの購入 石野礦油(株) （単価）401.6520 （単価）401.5440 

８ 平成26年度  
航空ガソリン航空大学校仙台分校機上渡しの購入 (株)パシフィック （単価）378.0000 （単価）378.0000 

９ 平成26年度  
航空ガソリン高知空港機上渡しの購入 マイナミ空港サービス(株) （単価）331.4520 （単価）331.4520 

１０ 平成26年度  
航空ガソリン高松空港機上渡しの購入 マイナミ空港サービス(株) （単価）332.3160 （単価）332.3160 

１１ 平成26年度  
航空ガソリン新潟空港機上渡しの購入 新潟米油販売(株) （単価）367.9560 （単価）366.1200 

１２ 平成26年度  
航空ガソリン花巻空港機上渡しの購入 (株)宮澤商店 （単価）397.8720 （単価）396.3600 

平成２６年度一者応札案件内訳 
資料１－６ 
（２／３） 
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件          名 請負事業者 予定価格（円） 契約実績額（円） 

１３ 平成26年度  
航空ガソリン青森空港機上渡しの購入 (株)パシフィック （単価）388.2600 （単価）388.2600 

１４ 平成26年度  
航空ガソリン秋田空港機上渡しの購入 (株)パシフィック （単価）388.6920 （単価）388.3680 

１５ 航空気象情報提供装置賃貸借 (株)ウェザーニューズ 2,592,000 2,592,000 

１６ 平成26年度スピン訓練委託 朝日航空(株) 9,027,346 8,986,932              

１７ 平成27年度航空大学校入学第二次試験身体検査 
（一財）航空医学 

研究センター 26,888,648 20,574,000 

１８ 平成26年度 エンジンの購入 日本エアロスペース(株) 27,321,348 25,531,200 

１９ 帯広分校敷地草刈作業 坂本工建(株) 1,775,870 1,684,800 

２０ 帯広分校除雪作業 帯広通商(株) 1,757,695 1,549,733 

平成２６年度一者応札案件内訳 

※工事、物品等製造契約２５０万円、物品購入契約１６０万円、物品賃借契約８０万円、役務契約１００万円以下及び収入原因契約のものを除く。 

資料１－６ 
（３／３） 
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航空会社との意見交換等を 
通じた訓練内容等の向上 

 
乗員政策等検討合同小委委員会にて関係者の連携強化を目的として設置され、操縦士の供給能力拡充を図
るための様々な課題を検討。 
 

・第１回：平成２６年８月  第２回：平成２６年１２月 第３回：平成２７年３月 

航空機操縦士養成連絡協議会 

資料２－１ 

 
 
航空会社毎の個別の意見を把握するため、訓練内容、採用活動等に関する意見交換を実施。 
 

・会社数：１９社  意見交換回数：３７回  
 

航空会社との個別の意見交換 

 
私立大学等の民間養成機関における学生・訓練生の学費負担を軽減するため、特に高額な訓練費をカバーするための私立大
学等の航空機操縦課程に特化した奨学金等、新規奨学金制度の創設等を検討。 
 

・第１回：平成２６年１０月  第２回：平成２６年１１月 第３回：平成２７年１月 第４回：平成２７年２月 

学費負担軽減WG 

 
私立大学等の民間養成機関の供給能力拡充にあたり、量の拡大と質の確保を両立させるため、学生・訓練生の技量レベル向上
を図る方策を検討。 
 

・第１回：平成２６年１０月  第２回：平成２６年１１月 第３回：平成２７年１月 第４回：平成２７年２月 

技量向上WG 

 
質の高い操縦士を将来にわたり安定的に確保するには、経済力、性別を問わず、幅広く優秀な志願者を募る必要があるため、
若年層の関心を高めるとともに、社会全体の航空への親和性を高めるキャンペーン、教育等の取組を検討。 
 

・第１回：平成２６年１０月  第２回：平成２６年１１月 第３回：平成２７年１月 第４回：平成２７年３月 

裾野拡大WG 
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教官に対する各種研修 
研修名 参加時期 参加人数 内容 

実
科
教
官 

操縦士養成に関するWORKSHOP（第2回） ７月 ５名（仙台分校） 
各私立大学（東海大学、法政大学、桜美林大学、崇城大学、千葉
科学大学）との協力協定に基づき、CRM安全教育、JET FAM座
学、LOFT、RNAV運航に関して情報共有を行った。 

ANA訓練センター及びANAオペレーションマ
ネージメントセンターへの研修 

７月 ２名（仙台分校） 将来のエアラインパイロット資質醸成に寄与すべく、Ａ３２０型機
のフル・フライト・シミュレーターを研修した。 ８月 ２名（仙台分校） 

仙台空港気象懇話会 
（仙台航空測候所） 

７月 ２名（仙台分校） 
積乱雲、霧のメカニズム及び天気予報ができるまでについて受
講した。 

２月 ２名（仙台分校） 南岸低気圧による仙台空港の大雪について受講した。 

ＡＴＳシンポジウム（航空交通管理センター） 

９月 １名(帯広分校） 
管制方式基準の改正内容、遭難・緊急通信、滑走路誤進入防
止に関する研究発表を受講した。 

１０月 ２名（宮崎本校、） 
航空管制にかかる周辺諸国との協調、管制方式基準の改正に
ついての講演を受講した。 

航空気象シンポジウム（日本航空機操縦士

協会） 
１１月 

２名（宮崎本校） 
１名(帯広分校） 

下層悪天予想図についての講演を受講した。 

管制部技術交流会（航空交通管理センター） 

１１月 １名（帯広分校） 
管制用語、冬期運航に関する講演を受講し、その後の意見交換
会を実施した。 

３月 ２名（宮崎本校） 
福岡空港RNAV APCH、不適切な管制用語、類似コールサイン
にかかるケーススタディについての講義を受講した。 

管制部技術交流会（仙台空港事務所） ３月 ２名（仙台分校） 特別有視界方式の変更点等について受講した。 

ＣＲＭ研修（産能マネージメントスクール） ２月 １名（宮崎本校） CRMに関わる「ゲームインストラクター実践コース」を受講した。 

小型機セーフティーセミナー（日本航空機操
縦士協会） 

２月 
４名（宮崎本校） 
１名（帯広分校） 

冬の悪天、VOICE、RNAVの現状と将来、実地試験、運航審査、
CRM、操縦教育に関する講演を受講した。 

学
科
教
官 

西欧における安全管理体制に係る調査 ５月 ２名（宮崎本校） フランス、イギリスの小型機訓練に係る安全管理体制を調査した。 

エアラインにおける気象情報の利用状況の
調査（ＡＮＡ、ＡＩＲＤＯ） 

１０月 １名（宮崎本校） 
エアラインの飛行開始前のディスパッチルームでの運航業務に
ついて実地で研修した。 

航空気象シンポジウム １１月 １名（宮崎本校） 下層悪天予想図の利用に関する講演を受講した。 

航空安全セミナー（ＪＡＰＡ） １２月 １名（宮崎本校） ＲＮＡＶ基礎についての講演を受講した。 

資料２－２ 
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帯広 宮崎 仙台 全体 

旧制度 

新制度① 

新制度② 

追加教育の検証 
○技能不十分による退学者（新追加教育制度を適用したクラス） 

旧制度 
（～H22） 

新制度① 
（H23～H25） 

新制度② 
（H26～） 

帯広 10 15 15 

宮崎 13 15 15 

仙台（多発） 4.25 5 5 

仙台（計器） 7.25 7.50 7 

追加教育制度の変更内容 

平成２３年度からの新追加教育時間制度を本格的に実施することにより、技能不十分による退学者数につい
て引き続き少人数を維持するとともに、効率的な運用を行うことで全体の追加教育時間数を減少させている。 

帯広フライト課程 宮崎フライト課程 仙台フライト課程（多発） 仙台フライト課程（計器） 

旧
制
度 

平成20年度 3/66 (5%) 3/66 (5%) 2/74 (3%) 0/56 (0%) 

平成21年度 1/71 (1%) 2/66 (3%) 1/61 (2%) 1/63 (2%) 

平成22年度 1/69 (1%) 1/68 (1%) 0/52 (0%) 1/65 (2%) 

新
制
度
① 

平成23年度 0/35 (0%) 0/34 (0%) 0/23 (0%) 0/9 (0%) 

平成24年度 0/55 (0%) 0/54 (0%) 0/68 (0%) 0/69 (0%) 

平成25年度 0/74 (0%) 0/70 (0%) 1/73 (1%) 0/72 (0%) 

② 平成26年度 0/71 (0%) 1/70 (1%) 0/84   (0%)   3/86  (3.5%) 

資料２－３ 

実際の追加教育時間（１人あたり平均）の比較 時間 

13% 
※括弧内の数字は最大時間数 
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小型機における非精密進入方式での 
CONTINUOS DESCENT FINAL APPROACHの導入について 

資料２－４ 

 
 

CDFA 

STEP DOWN 
DESCENT 

 又は 
DIVE & DRIVE 

BASE TURN MINIMA & 
FINAL COURSE 

RUNWAY 

目的 

従来の方式とCDFAについて、運航手順や操縦方法について比較し、パイロットのワークロード、
運航の効率性、CFITの防止などについて考察した。 

内容 

我が国の小型機の非精密進入方式においては、
Step down descent又はDive and Driveが一般的で
あったが、Continuous Descent Final Approach（連

続降下による最終進入）の導入の効果について検
討した。 

CDFAの活用により、円滑で安全な進入が可能となることから、パイロットの負担の軽減や燃料
の節減、騒音の軽減及び事故防止にもつながることが確認された。 

結果 

17 研究報告の結果を仙台課程の訓練シラバスに反映した。 
17 



地上無線施設（ VOR/DME）からの電波を受信
し、電波発信源に向けて飛行。 

地上無線施設（VOR/DME）、GPS等からの信号をもとに自機位置を
測位し、計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。 

＜RNAV化による効果＞ 
・地上無線施設上空での航空機の集中が解消され、

交通流の円滑化及び安全性の向上が可能。 

・飛行時間・飛行距離の短縮により、運航効率・就航率が
向上するとともに、CO2排出削減等の環境負荷軽減が
可能。 

○航空会社の航空機の多くは、効率的な飛行を行うため、GPS等を活用し、地上施設の位置に依存し
ない柔軟な経路を設定して飛行する広域航法（ＲＮＡＶ）を行っている。 

○ＲＮＡＶ航法を行うためには、航空機の装備のほか、パイロットも訓練を受けることが必要。 

ＲＮＡＶ航法 資料２－５ 
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MPL（准定期運送用操縦士）の検討 

●航空機操縦士連絡協議会、同協議会技量向上ＷＧにてＭＰＬ訓練の内容について意見交換
を行った。 
 
●個別の航空会社とＭＰＬ訓練の実施可能性について意見交換を行った。 
 
→大手航空会社は自社養成に積極的に採用する一方、中小航空会社は採用時期は未定。 

MPLの創設 

 国際民間航空条約附属書に創設された操縦士資格である「准定期運送用操縦士」を導入し、

２人操縦機（エアライン機）の操縦に関する訓練を重点的に実施することにより、安全性の更

なる向上を図りつつ、エアライン機の副操縦士を効率的に養成し、操縦者の安定的な確保を

図る。 

引き続き、航空会社の状況を注視し、必要な検討を行っていく。 

平成２６年度における航空大学校の取り組み 

資料２－６ 
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「飛行訓練教育におけるヒューマンファクター及び 
ＣＲＭに関する調査研究」を共同で実施 

航空大学校 

提供 

ＣＲＭに関する効果的な教育方法が開発されることで運航の安全が向上
し、航空業界に大きく貢献することが期待される。 

STEP1 

STEP2 

STEP3 

・日々の訓練で得られた 
 CRMに関するデータ 
・訓練現場での意識調査 

・訓練生と教官間での 
 意識の相違点や問題点を 
 抽出・解析 

JAXA 

航空大学校 JAXA CRM教育の指針を構築 

航空大学校 

Feedback 
・CRM教育の指針を 
 訓練に活用、評価 

・訓練への活用状況を 
 踏まえた評価、改善 

JAXA 

ＪＡＸＡとの共同研究 
資料２－７ 
（１／３） 
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JAXA資料 
２０１４年１０月２８日 

宇宙航空研究開発機構  飛行技術研究センター 

初等操縦訓練における TEM の理解度の調査（抜粋版） 
航空大学校の CRM 教育に関する諸問題および傾向の調査と、CRM 教育の向上と訓練飛行の安全性向上を目的として、航空大学校と JAXA で共同研究を行っている。 今般

、現状の CRM 教育の適切性や改善の余地を検討するために、訓練生の TEM の理解度を調査した。 

 

1. 調査の方法 
今回の調査においては、航空大学校にて訓練生を対象に定期的に課されている、TEM Working Sheet（WS)の記載内容を分 析

対象とした。当該の WS は記入時点での能力および知識による TEM の演習であり、この WS に記載された事前に予測した 

Threat およびその対応策を評価することで、訓練生の TEM の概念の理解度の深化および TEM の実践能力を推定した。 

なお、訓練の進捗に伴う変化を調べるために、WS の分析は飛行訓練開始から卒業までを７段階に分けて行い、各段階別に 集

計した。段階分けは右表に示す。 

 
 
2. TEM の概念の理解度 

訓練生が TEM の概念を正しく理解している場合、WS で事前に予測した Threat の記述は、正しく Threat 
の定義に沿った内容になると考えられる。ここでいう Threat の定義とは、“日々の飛行において、乗務員が 対

処する必要がある安全上の危険性を増加させる外的（External）状況”および、”訓練生自身の内的 

（Internal）な状況”を言う。 

調査の結果、訓練初期では Threat と Error や UAS との混同、予測不能な事象の記述が多く見られたが、 帯

広課程の修了ごろまでにはその傾向は収束し、それ以降は大きく変化していなかった。 この結果から、訓練生

の TEM の概念への理解は、帯広課程修了ごろまでにほぼ定着することが判った。 
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段階 
1 初ソロフライトごろまで 

2 １を除く帯広課程前半 

3 １を除く帯広課程後半 

4 宮崎課程前半 

5 宮崎課程後半 

6 多発機操縦訓練（仙台課程前半） 

7 計器飛行訓練（仙台課程後半） 

A 記載内容が定義と一致している
。 例：風の状況、他機の状況 

B 定義との部分的な一致が見られる。 
例：「空域の混雑」により「ATC を誤る
」 

（Threat による Error や UAS を記述している） 
C 定義に反し Error や UAS を記載している。 

（および故障や災害など発生が予測不能な事象の記載） 

資料２－７ 
（２／３） 



航空大学校様向け説明資料 ２０１４年１０月２８日 

宇宙航空研究開発機構  飛行技術研究センター 

3. TEM の実践能力 
TEM の実践能力が高いほど、より高度な事前予測と状況判断の結果として WS における予測した 

Threat に対する対応策の記述は、より具体性が高くなると考えられる。WS に実際に記入された対 応

策を、右記し示した３段階で分類したところ、訓練の段階別に下の一連の円グラフのような内訳 となっ

た。 

このグラフによると、訓練の初期においては具体的な動作や Intension を含んだ対策はほとんど見 ら

れず、基本的な操縦操作の実施や基本事項（Scan Pattern や外部監視など）の実施を対応策と して

記述している訓練生が多かった。 しかしながら訓練の進捗に伴い、まず基本的な操作や行動に付加

する動作への言及が増え、仙台 課程の後期には、具体性の高い対応策の割合が半分以上を占める

ようになった。 

訓練初期から卒業直前までの傾向の変化を見ると、TEM の実践能力は訓練の特定の段階で向上 す

るのではなく、訓練の進捗に伴って連続的に向上している様子が伺えた。つまり、飛行経験およ び操

縦技倆の獲得に比例する部分があると考えられる。 

また、段階２で既に予測した Threat の半数以上に対して基本的な操作や行動以上の内容が対応 策

として記述されていることから、訓練初期から TEM の概念を理解した訓練生は、積極的に Threat へ

の対応策を考えているものの、経験や技倆の不足から具体性を持った対応策に至ること ができてい

ないと考えられる。 

このことから、訓練の早期から具体性を持った Threat への対応策の指導を行うなど TEM の実践を 促す教育

を強化した場合、訓練生が TEM を実践できるようになる時期を早められる可能性が考えられる。 
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イ 具体的な動作や対策の Intention がある。 

（地点、高度、諸元の数値、目的を持って行う行動  など） 

例:  ○○を用いて（××を）△△する。（具体的な行動） 

(△△に対応して）諸元を○○する。（諸元対応） 
××の地点で、※※を行う。（行動の予定） 

(△△の場合)、▲▲の程度○○を行う。（明確な判断基準） 

ロ 基本的な操縦操作以上の対応策に言及がある。 

例:  ○○を用い、△△に注意する/把握する。（リソース活用） 
予め＠＠を準備（勉強/理解）しておく。（事前行動） 

(××が)△△を行う/考慮する。（行動の割当/行動への言及） 
※が考えられるため、○に注意する。（注意点の絞込み） 

ハ 基本的な操縦操作や基礎的な行動のみの記述、 

（感覚論など）具体性を欠く記述、 

Threat と対応策の内容が一致しない  など 

例:  見張り・ATC 聴取・確実な○○・△△に気をつける 

××を意識する・イメージトレーニング・早めに○○する。 

資料２－７ 
（３／３） 



入学試験の見直し 資料２－８ 
（１／２） 

 
 
○文章の論理構造の理解 
 
○図形群に共通する法則性の発見を推理 
 
○複雑な命令を理解し、適切に用いる能力 
 
○パーソナリティの確認 
 

Ｈ２５年度入学者試験内容 
（日本エス・エイチ・エル（株）に外部委託）  

 
○判断・処理能力 
  ・計算処理 
  ・空間認識 
  ・確率 
  ・資料の読取   等 
 
○自然科学の基礎的知識 
 

Ｈ２６年度以降の入学者試験内容 
（学内で作成） 

業務処理能力や理解力を確認するなど操縦士業務に直結するものするなど試験の内容を抜本的に見直し 

引き続き、入学試験の内容を評価し、質の高い学生の向上に努める。 

平成１７年度より実施していた入学第一次試験における適性検査について、 
その検査結果と、入学後の実科教官の学生評価について比較し、相関関係を確認した。 
 
【調査方法】 
 学生526人について、適性検査（性格検査30因子：説得力、指導力、独自性等）の結果と教
官評価結果の相関分析を実施した。 
 
【調査結果】 
 適性検査における全ての因子について、相関関係は+0.13から-0.10であり、高い相関関係
にはないことが判明した。 
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入学試験・就職の状況 
○過去５年間の受験生数等の推移 

入学年度 定員 出願者数 
一次試験 二次試験 三次試験 受験倍率 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 （倍） 

Ｈ２３ 
（５８回生） 

72 574 549 280 51% 275 107 39% 105 72 69%  ８．０ 

Ｈ２４ 
（５９回生） 

36 357 350 161 46% 157 46 29% 46 36 78%  ９．９ 

Ｈ２５ 
（６０回生） 

72 463 454 280 61% 273 113 41% 112 72 64%  ６．４ 

Ｈ２６ 
（６１回生） 

72 441 429 280 65% 252 106 42% 106 72 67%  ６．１ 

Ｈ２７ 
（６２回生） 

72 526 515 280 54% 263 139 53% 138 72 52% ７．３ 

○過去５年間の就職率 

卒業年度 
平成２２年度 
（５５回生） 

平成２３年度 
（５６回生） 

平成２４年度 
（５６回生、５７回生） 

平成２５年度 
（５７回生、５８回生） 

平成２６年度 
（５８回生、５９回生） 

卒業生数 ６５名 ９名 ７５名 ７２名 ６５名 

就職者数 ５７名 ９名 ７１名 ６６名 ６１名 

就職率 ８８％ １００％ ９５％ ９２％ ９４％ 

Ｈ２７．６．１時点 

資料２－８ 
（２／２） 

※平成２３年度卒業生が９名となっているのは、東日本大震災により被災した 
仙台分校が復旧するまでの間、訓練を中断せざるをえなかったため。 

※平成２４年度は、東日本大震災の影響により、募集定員を３６名に調整 
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帯広分校航空事故を受けた安全対策 資料２－９ 
（１／４） 

 
 安全運航の確保を業務運営上の最重要課題として位置付け、法令・規則を遵守し、また、安全意識を高め
ていくような安全文化を構築し、航空事故・重大インシデント０件を達成するために以下の事項を行った。  
①航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づき、次に掲げる取り組みを実施し、航空事故その他の航空の安全運航  
 に影響を及ぼす事態を未然に防ぎ、もってその安全の確保を図った。 
 イ 安全指標及び安全目標値について、以下のとおりであった。 
 1） 航空事故・重大インシデント件数は０件であった。 
 2） イレギュラー運航件数は、総飛行時間１４５０９時間に対して８件発生しており、１００００時間 
   あたり５．５１件であった。  
 3) 安全教育受講回数：７月と３月に外部講師により各１回ずつ年間で２回実施した。  
 4) 役員、教官又は実科首次席教官（経験者含む）による教官オブザーブは教官１人に対して 
   年に２回実施した。（教官によっては３回以上実施した。）  
 5) ヒヤリハット報告は年間で３２件の報告があった。  
 ロ 理事長のリーダーシップの下で現行の安全管理システム（ＳＭＳ）の強化を図り、安全目標の達成度や 
   安全対策の実施状況について、総合安全推進会議において半期毎に把握・分析を行い、必要な改善点 
   等の検討を行ったうえで、安全に関する取り組み目標の再設定を行った。 
  ＳＭＳの一環として策定された安全に関する基本方針に基づき、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定着

を図るため、安全に関する基本方針を掲示板等に掲載し、また公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）を含め安全
に関する基本方針カードを教職員及び学生全員に配布した。また、安全業務計画を作成し実施した。  
（次頁に続く） 

航空安全プログラム（ＳＳＰ）に基づく事項 

平成２３年度に発生した帯広分校における航空事故を徹底的に検証し、法令・規則を遵守し、
また、安全意識を高めていくような安全文化を構築し、航空事故・重大インシデントの発生を
未然に防止した 
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資料２－９
（２／４） 帯広分校航空事故を受けた安全対策 

 
 組織内の適切な意思の疎通及び安全情報の共有のため、各校において学生をオブザーバに加えた上で安
全委員会を毎月１回実施した。また、各校間の情報共有等を深めるため三校合同の安全委員会を原則月に１
回開催した。 
 ７月を航大安全月間として、ヒヤリハット報告の教育・奨励や安全教育など、安全のための取り組みを集中し
て行った。 
 
ハ 公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）の定着を図ることにより、報告する文化を確立し、義務報告について引 
 き続き実施した。また、航空安全情報自発報告制度（VOICES）の周知など、ヒヤリハット報告等の教育・啓発  
 を進めることで自発報告制度の確立を図った。また、必要に応じて国土交通省等に報告した。 
 
ニ 組織全体の安全意識の更なる向上を図るために学識経験者、航空事故調査官等の外部講師による役員 
 及び職員への安全教育を２回実施した。また航空大学校内部においても、役員又は管理職員から職員への 
 安全教育及び法令等規則の遵守に関する指導については、学生の入校時に合わせて年間４回実施した。 
  アサーション（注意喚起）がしやすい雰囲気作りについては、学生から理事長へ直接提出するアンケート等
により教官に対しての個別指導を行うなどの取り組みを強化した。 
  日本航空機操縦士協会等が主催する外部研修や安全推進のための取組へ積極的に参加した。 
  事故の記憶を風化させないための事故関連資料を常時閲覧が可能とし、入校時等での資料の回覧及び
慰霊祭等を実施した。 
  整備委託先等に対しては安全監査等を通じて安全教育実施の指導・監督を行った。 
訓練機の安全運航の確保について、外国の国立操縦士養成機関の安全対策等の調査を行い、調査結果を
報告書として取りまとめているところ｡ 
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資料２－９
（３／４） 帯広分校航空事故を受けた安全対策 

 
 学生に対する安全教育を飛行訓練に移行する前から開始した。過去の事例から航空事故とＣＲＭについて
教授するなど、航空安全についての教育を、飛行訓練開始前２０時間、飛行訓練開始後４０時間実施した。特
に飛行訓練開始前からのＣＲＭについての教育を充実させただけでなく、飛行訓練におけるＴＥＭの実践の強
化も図った。 
  また、公正な文化（ＪＵＳＴ ＣＵＬＴＵＲＥ）に基づく安全風土を醸成するように努めた。その上で、安全管理
システム（ＳＭＳ）の適切な機能を図り、航空事故への予防意識の定着を図るとともに、アンケートの内容を充
実させるなど、学生から教育に関する意見や要望等の収集・分析を行い、安全教育に反映する取り組みを強
化した。 

学生に対する安全教育 

 
 実機訓練における教育の実態をより正確に把握するために、既に一部で導入しているＩＣレコーダーについ
ては効果や課題を確認し、必要に応じ改善を図るとともに、検討の上、全機での運用を開始した。 
また、学生からのアンケートに基づき、適切な改善を進めるとともに、より効果的な方策の導入を検討した。次
年度以降は紙媒体だけでなくメール等のウェブでも提出可能とした。 
 さらに、役員、教頭又は実科首次席教官（経験者を含む）による教育オブザーブを充実・強化させ、担当教官
に対する教育方法等に関するアドバイス等を的確に行う体制を充実させた。 
学生への教育の質の向上、平準化を図るため、毎月開催する教官会議において指導方法等に関する意見交
換等を推進するとともに、教官採用に当たっての適正の確認方法及び採用後の教育方法について見直し、一
層の強化を図った。 
 機内ビデオカメラの設置の可能性について調査を行い、安全上の観点から設置については当面見合わせる
こととした。 

教育実態の把握の下、教育の質の更なる向上、平準化 
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資料２－９ 
（４／４） 

平成２６年５月、運輸安全委員会において、これらの対策が同委員会からの勧告の内容を反映し
たものであるとの判断がなされた。 

帯広分校航空事故を受けた安全対策 

 
 総合安全推進会議において安全監査プログラムを策定し、訓練機の運航に係る安全監査を１回実施すると
ともに、自己監査としての安全総点検を２回実施した。 また、航空大学校全体にかかる安全管理体制が適切
に機能しているか航空局による安全監査を４回受検した。 
  
なお、平成25年12月に運輸安全委員会からの勧告で求められた再発防止に向けた取り組みについては、こ
れまでの安全対策の中で全て実施している。  

訓練機の運航に係る安全監査 
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安全に関する基本方針に基づく取り組み 資料２－１０ 

①毎飛行前における健康状況の自己申告を強化した取り組みを継続した。 
 

②毎飛行後の学生から理事長へ提出するアンケートや首席教官から学生への聞き取り調査、ＩＣ
レコーダを使用した機内音声の録音などを通じ、訓練機内の状況を把握し、必要に応じて教官へ
フィードバックした。 
 

③安全運航に寄与する機器の搭載の可能性については引き続き検討するとともに、飛行後に航
跡の確認ができるようＧＰＳロガーの運用を開始した。 

(1) 安全は業務運営の最優先事項である。 
(2) 事故や危険行為は絶対に防止しなければならず、そのためのあらゆる努力を惜しまない。 
(3) 安全の重要性と自己の責任を常に認識して安全を推進する。 
(4) 航空法をはじめとする我が国の法令や航空大学校の諸規則を遵守する。 
(5) 不安全要素を正しく把握し、安全向上に活かすため、安全報告の収集と活用に努める。 
(6) 安全管理体制が適切に機能するため、公正な文化（Just Culture）を構築する。 

安全に関する基本方針 

【安全業務計画における主な取り組み】 

安全に関する基本方針に基づき、安全業務計画を作成し実施 
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安全に関する 
基本方針カード 

(表) (裏) 



東海大学 桜美林大学 法政大学 崇城大学 第一工業大学 千葉科学大学 

締結日 平成24年２月27日 平成24年10月３日 平成24年12月25日 平成25年10月２日 平成25年12月16日 平成26年３月31日 

協力 
内容 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共
同作成 

(2)ＴＥＭに関する
座学資料の共
同作成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する座
学資料の共同
作成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐ
ｔに関する座学
資料の共同作
成 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共
同作成 

(2)ＴＥＭに関する
座学資料の共
同作成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する座
学資料の共同
作成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐ
ｔに関する座学
資料の共同作
成 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共同
作成 

(2)ＴＥＭに関する座
学資料の共同作
成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する座
学資料の共同作
成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐｔ
に関する座学資
料の共同作成 

(5)航空大学校の有
するＲＮＡＶ運航
に係る申請ノウ
ハウ及び訓練資
料の提供 

(6)Ｇ５８型機の不具
合情報、整備処
置等の共有 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共
同作成 

(2)ＴＥＭに関する
座学資料の共
同作成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する
座学資料の共
同作成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅ
ｐｔに関する座
学資料の共同
作成 

(5)Ｇ５８型機の不
具合情報、整備
処置等の共有 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共同
作成 

(2)ＴＥＭに関する座
学資料の共同作
成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する座
学資料の共同作
成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐ
ｔに関する座学
資料の共同作成 

 

(1)ＣＲＭに関する
座学資料の共同
作成 

(2)ＴＥＭに関する座
学資料の共同作
成 

(3)Ｔ類の運航知識
一般に関する座
学資料の共同作
成 

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐ
ｔに関する座学
資料の共同作成 

 

その他 
の協定 

（締結日）平成25年９月19日 
（内  容）法政大学、崇城大学、航空大学

校の３校の間で、安全運航の向
上に資することを目的に、ヒヤリ
ハット情報の共有に関する協力
協定を締結。 

各私立大学と技術支援に係る協力協定を締結し、航空大学校が有する訓練ノウハウの提供を通じて各種技術支援を行っている。 
(一部受け入れ側が準備中) 

私立大学への技術支援 資料２－１１ 
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受託訓練一覧 
年度 件名 

被訓練者数
（人） 

備考 

23 
航空従事者試験官（操縦士）の技量保持訓練（飛行機（小型機）・実
機） 

11 航空局職員 

24 
航空従事者試験官（操縦士）の技量保持訓練（飛行機（小型機）・実
機） 

16 航空局職員 

25 

特定操縦技能審査 1 一般 

航空従事者試験官（操縦士）の技量保持訓練（飛行機（小型機）・実
機） 

17 航空局職員 

全日空（陸上多発限定変更、計器飛行証明） 
12 

ANA 

26 

全日空（陸上多発限定変更、計器飛行証明）（25年度からの継続分） ANA 

全日空（操縦教育証明） 3 ANA 

航空従事者試験官（操縦士）の技量保持訓練 14 航空局職員 

        

合計 74   

資料２－１２ 
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①「空の日」行事等 
航空大学校「空の日」行事は、３校とも恒例の行事として地域に浸透しており、地域の融和を図り様々なイベントを実施した。 
 
【宮崎本校】 １０月２６日   
 宮崎ブーゲンビリア空港「空の日」行事に参加し、「教育施設見学」、「フライトシミュレーター操縦体験」、「訓練機展示」、
「受験相談」、「模擬授業」などのほか、６０周年記念として「体験搭乗」を実施し、地域との融和、PRに努めた。 
 
【帯広分校】 ９月 ７日   
 とかち帯広空港「空の日」行事に参加し、「機材展示」等を実施し、地域との融和、PRに努めた。 
 
【仙台分校】 １０月１２日 
 仙台空港の「空の日」行事である「仙台空港祭」に参加し、仙台分校においては、空港内場周バスツアーの一部として格納庫内で
の訓練機を展示とパンフレット等の配布を行った。延べ約４００名に来校して頂き、職員・学生により訓練機の説明やパイロット養
成の必要性などの説明を行い、仙台空港周辺での訓練について理解向上に努めた。 
 
 

航空思想の普及、啓発のための行事 

②航空教室及び市民航空講座の開催 
○宮崎本校：17件開催、約850名参加 ○帯広分校：７回開催、約250名参加 ○仙台分校：10回開催、約510名参加 

実施日 分類 対象者 参加者数 

平成２６年６月２１日 市民航空講座 宮崎県立宮崎南高等学校 約６０名 

平成２６年８月２日 航空教室 宮崎科学技術館・航空大学校「夏の航空教室」 約５０名 

平成２６年８月２０日 航空教室 私立鵬翔高等学校 約９０名 

平成２６年９月２５日 市民航空講座 国富町立本庄中学校（家庭教育学級） 約３０名 

平成２６年１０月２４日 航空教室 宮崎市立赤江小学校 約１４０名 

資料２－１３ 
（１／２） 

主な開催実績 

宮崎本校 
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帯広分校 

実施日 分類 対象者 参加者数 

平成２６年７月２９日 市民航空講座 帯広市家庭教育学級 約５０名 

平成２６年９月３０日 航空教室 音更町立緑陽台小学校 約８０名 

平成２６年１１月７日 航空教室 ひまわり幼稚園 約７０名 

仙台分校 

実施日 分類 対象者 参加者数 

平成２６年８月１日 市民航空講座 一般財団法人みやぎ婦人会館 約５０名 

平成２６年８月６日 航空教室 岩沼市・尾花沢市小学生交流会 約５０名 

平成２６年１０月２３日 航空教室 仙台市立西多賀小学校 約１００名 

平成２６年１０月２４日 航空教室 宮城県仙台市立柳生小学校 約１２０名 

平成２６年１１月１０日 市民航空講座 宮城県岩沼市納税貯蓄組合 約８０名 

④その他    
【宮崎本校】 
 ６月にインドネシア航空局、７月にＮＨＫ宮崎及び横浜市議会、１２月に三菱商事（株）及び日本体育大学が視察に受け入れ 
 たほか、MRTラジオの取材を受けるなど、積極的に航空大学校の広報・ＰＲに努めた。   
【帯広分校】 
 OCTVやFM-JAGAの取材を受けるなど、広報・ＰＲに努めた。 
【仙台分校】 
 入学希望者等少人数の施設見学（２件）を積極的に受入れるとともに、千葉県芝山町議会及び大阪国際空港周辺都市対策協議会 
 の視察、ＮＨＫ及びイカロス出版の取材を受けるなど、広報・ＰＲに努めた。 
 

資料２－１３ 
（２／２） 

③Face bookの活用等 
  Face book記事投稿回数：127回（平成２６年３月から開始） 
 ホームページアクセス回数：25,902回（対前年度比：5,193増 Ｈ２５年度：20,709  Ｈ２４年度：18,971） 



情報セキュリティ対策 資料２－１４ 

 
 
○最近のサイバー攻撃の現状と対策 
 
○効果的な情報セキュリティの職員教育 
  とは 
 
○「ＩＴ製品の調達におけるセキュリティ要件 
  リスト活用ガイドブック」の紹介 

情報セキュリティ勉強会 
（情報セキュリティセンター及び 

情報処理推進機構主催） 

 
 
○独立行政法人等における個人情報の 
   安全確保措置について 
 
○個人情報保護法関係について 
 
○情報公開法関係について 

独立行政法人等情報公開・ 
個人情報保護担当者連絡会議 

（総務省行政管理局主催） 

職員に対して情報セキュリティ対策について、重要情報の管理やパスワードの適切な設定など
について再度周知徹底を図った。 
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（別紙  １） 

予  算 収支計画 資金計画 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

区    分 金   額 区     分 金   額 区     分 金   額 

収入   費用の部 14,530 資金支出 14,413 

  運営費交付金 10,334   経常費用 14,530   業務活動による支出 13,826 

  施設整備費補助金 588     一般管理費 1,764   投資活動による支出 588 

  自己収入 3,492     減価償却費 117   財務活動による支出 0 

計 14,413     教育経費 7,256    次期中期目標の期間への繰越金 0 

支出       人件費 5,394 資金収入 14,413 

  業務経費 7,256   財務費用 0   業務活動による収入 13,826 

    教育経費 7,256   臨時損失 0     運営費交付金による収入 10,334 

  人件費 5,394 収益の部 14,530     自己収入 3,492 

  施設整備費 588   運営費交付金収益 10,334     その他の収入 0 

  一般管理費 1,176   施設費収益 588   投資活動による収入 588 

計 14,413   自己収益 3,492         施設整備費補助金による収入 588 

      資産見返運営費交付金戻入 64     その他の収入 0 

      資産見返物品受贈額戻入 0   財務活動による収入 0 

      資産見返寄付金戻入 53           

  臨時利益 0     

〔人件費の見積り〕 純利益 0     

 期間中総額3,852百万円を支出する。 
 但し、総人件費改革における削減対象として 
 いる人件費の範囲《法人の常勤役員及び常勤 
 職員に対し、各年度中に支給した報酬、賞与、 
 その他の手当の合計額のうち、退職金、福利 
 厚生費、今後の人事院勧告を踏まえた給与改 
 定分を除いた額》 

総利益 0 

    

    

〔注記〕 
  退職手当については、役員退職手当支給規程及び職 
  員退職手当支給規程(国家公務員退職手当法に準拠） 
   に基づいて支給することとなるが、 その全額につい 
   て、運営費交付金を財源とするものと想定している。 

※合計額は四捨五入のため合致しない場合がある。 

第3期中期計画期間の予算、収支計画及び資金計画 

資料３－１ 
（１／５） 



（別紙  １） 

予  算 収支計画 資金計画 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

区    分 金   額 区     分 金   額 区     分 金   額 

収入   費用の部 2,887 資金支出 2,855 

  運営費交付金 2,028   経常費用 2,887   業務活動による支出 2,783 

  施設整備費補助金 72     一般管理費 307   投資活動による支出 72 

  業務収入 755     減価償却費 32   財務活動による支出 0 

計 2,855     教育経費 1,499   次期中期目標の期間への繰越金 0 

支出       人件費 1,049 資金収入 2,855 

  業務経費 1,499   財務費用 0   業務活動による収入 2,783 

    教育経費 1,499   臨時損失 0     運営費交付金による収入 2,028 

  人件費 1,049 収益の部 2,887     業務収入 755 

  施設整備費 72   運営費交付金収益 2,028     その他の収入 0 

  一般管理費 235   施設費収益 72   投資活動による収入 72 

計 2,855   業務収益 755         施設整備費補助金による収入 72 

      資産見返運営費交付金戻入 24     その他の収入 0 

      資産見返物品受贈額戻入 1   財務活動による収入 0 

      資産見返寄付金戻入 7           

  臨時利益 0     

〔人件費の見積り〕 純利益 0     

 年度中総額７４３百万円を支出する。 
 但し、総人件費改革における削減対象として 
 いる人件費の範囲《法人の常勤役員及び常勤 
 職員に対し、各年度中に支給した報酬、賞与、 
 その他の手当の合計額のうち、退職金、福利 
 厚生費、今後の人事院勧告を踏まえた給与改 
 定分を除いた額》 

総利益 0 

    

    

〔注記〕 
  退職手当については、役員退職手当支給規程及び職 
   員退職手当支給規程(国家公務員退職手当法に準拠） 
   に基づいて支給することとなるが、 その全額につい 
   て、運営費交付金を財源とするものと想定している。 

※合計額は四捨五入のため合致しない場合がある。 

平成26年度の予算、収支計画及び資金計画 

資料３－１ 
（２／５） 



区分 計画額 実績額 差額 備考 

収入 

 施設整備費補助金    163    118  △45 施設整備に係る契約差額による減である 

 業務収入    755    985   229 外部からの訓練受託など雑益、受託収入等の増である 

支出 

 教育経費   1,585   1,706   121 航空機保守費の増である 

 人件費   1,049    861  △188 人事交流、退職者減少による減である 

 施設整備費    163    118   △45 
施設整備に係る契約差額による減である 
 

 一般管理費    235    247    13 損害保険料の増である 

計   3,032   2,932  △100 

予算、収支計画及び資金計画の年度計画額 
に対する実績額の差額 

【別紙１ 予算】 （単位：百万円） 

資料３－１ 
（３／５） 



区分 計画額 実績額 差額 備考 

費用の部 3,064 2,850 △214 

 経常費用 3,064 2,846 △217 

  一般管理費 398 270 △128 
施設整備に係る契約差額、資産取得により費用計上されない額、損害保険料によ
る減である 

  減価償却費 32 145 113 減価償却費の増である 

  教育経費 1,585 1,489 △96 
運航経費等の増、資産取得により費用計上されない額、リース料、建設仮勘定、た
な卸資産の使用額と時価評価損による減である 

  人件費 1,049 860 △189 人事交流及び退職者減少による減である 

 財務費用 0 83 83 航空機及び飛行訓練装置等のファイナンス・リース支払利息である 

 臨時損失 0 3 3 宮崎本校における固定資産除却損である 

収益の部 3,064 2,824 △240 

 運営費交付金収益 2,113 1,777 △337 受託収入等の増による運営費交付金収益額の減である 

 施設費収益 163 22 △141 施設整備に係る契約差額及び固定資産計上による減である 

 業務収益 755 985 229 入学検定料の減、受託収入等の増による増である 

 資産見返運営費交付金戻入 24 29 5 
たな卸資産の今期使用額、評価損及び建物、構築物等に係る減価償却費によ
る増である 

 資産見返物品受贈額 1 1 0 
国から引き継いだたな卸資産の今期使用額、評価損及び工具器具備品類に係
る減価償却費 

 資産見返寄付金戻入 7 7 0 譲与資産の減価償却費 

 臨時利益 0 3 3 交付金購入、無償譲与固定資産の除却に対応した戻入による増である 

純利益 0 △26 △26 ファイナンス・リース契約による損失の増である 

総利益 0 △26 △26 ファイナンス・リース契約による損失の増である 

【別紙２ 収支計画】 （単位：百万円） 

資料３－１ 
（４／５） 



区分 計画額 実績額 差額 備考 

資金支出 3,032   2,951  △81 

 業務活動による支出 2,869   2,737  △132 リース料等、業務経費、人件費、一般管理費の支出差額、未払
金等の発生年度と支払年度の相違等による減である 

 投資活動による支出  163    118  △45 施設整備に係る契約差額による減である 

 財務活動による支出        0     96   96 航空機等ファイナンスリースの元本債務返済による減である 

資金収入 3,032   3,216   185 

 業務活動による収入 2,869   3,098   229 当年度の業務収益等、前年度からの未収金等、当年度の業務収
入予算、その他の収入による増である 

 投資活動による収入 163    118  △45 施設整備に係る契約差額による減である  

【別紙３ 資金計画】 （単位：百万円） 

資料３－１ 
（５／５） 



施設及び整備に関する計画 
（その他業務運営に関する事項） 

第三期中期計画 
（平成23年度～平成27年度） 

    

施設及び設備の内容 
予定額 

（百万円） 
備考 

教育設備補助金       

  
第１・２格納庫、体育館及び別
館耐震調査等 

：宮崎 73    

  学生寮照明器具交換等工事 ：宮崎 8    

  
屋上補修（漏水対策）及び外壁
補修工事 

：仙台 131    

  FTD局舎屋上防水改修工事等 ：宮崎 29    

  消防用設備改修工事等 ：仙台 34  

  誘導路補修工事等 ：帯広 74    

  
A･B格納庫及び講堂兼体育館
耐震補強工事 

：仙台 131    

  
第１・２格納庫及び体育館耐震
補強工事等 

：宮崎 93    

  
格納庫粉末消火設備非常用電
源装置更新工事 

：帯広 16    

合       計 588    

      

資料４－１ 

※合計欄は、四捨五入のため合致しない場合があります。 

 
平成26年度計画 

    

施設及び設備の内容 
予定額 

（百万円） 
備考 

教育設備補助金       

  B格納庫及び講堂兼体育館耐震補強等改修工事 仙台 72    

  第一・二格納庫耐震補強等改修工事 宮崎 31    

  A・B格納庫耐震補強等改修工事（非構造部材） 仙台 60    

合       計 163    

       
平成26年度契約実績 

    

施設及び設備の内容 
契約額 
（千円） 

備考 

教育設備補助金       

  B格納庫及び講堂兼体育館耐震補強等改修工事設計業務委託 仙台 2,160   (株)日総建 

B格納庫及び講堂兼体育館耐震補強等改修工事 仙台 29,592   (株)藤井工業 

B格納庫及び講堂兼体育館耐震補強等改修工事監理業務委託 仙台 2,970   (株)日総建 

第一・二格納庫耐震補強等改修工事設計業務委託 宮崎 3,022   (株)傳設計 

  第一・二格納庫耐震補強等改修工事 宮崎 25,810   (株)宮防 

  第一・二格納庫耐震補強等改修工事監理業務委託 宮崎 988   (有)コラム設計 

  A・B格納庫耐震補強等改修工事（非構造部材）設計業務委託 仙台 3,672   (株)日総建 

  A・B格納庫耐震補強等改修工事（非構造部材） 仙台 47,680   (株)藤井工業 

  A・B格納庫耐震補強等改修工事（非構造部材）監理業務委託 仙台 2,484   (株)日総建 

合       計 118,378    
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